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「2024年度研究成果報告書」の刊行にあたって 
 

理工学部附置先端技術研究開発センター所長  北野 晴久 
   

 
 青山学院大学理工学部附置先端技術研究開発センター（CCenter for AAdvanced 

TTechnology: CAT）の2024年度研究成果報告書を刊行いたします。 

 CATは、私立大学学術研究高度化推進事業（私立大学ハイテク・リサーチセンター整

備事業）の第1期選定（1996年度、旧文部省）を受け、1998年度に本学理工学部に附置

されました。「世界をリードする研究」と「外部に開かれた研究」を基本理念に置き、

当初は物質科学関連領域の発展を見据え、理工学研究科の研究教育環境整備と世界的研

究拠点形成を目指しました。相模原キャンパスの開学後（2003年度）、理工学部附置機

器分析センターと共に相模原キャンパスのK棟に設置され、理工学研究科の改組（2004

年度）を経て、研究科内の領域横断的研究教育の推進拠点と位置付けられ、現在までに

多数の研究プロジェクトを実施しております。 

 相模原キャンパスK棟内のCATプロジェクト研究実験室は、3期15年（1997年度～2011

年度）にわたる私立大学ハイテク・リサーチセンター整備事業に参加した物質科学関連

の研究プロジェクトだけでなく、様々な外部研究資金による研究プロジェクトの展開基

盤として機能を果たしてきました。さらに、私立大学戦略的研究基盤形成支援事業（文

部科学省）に同時採択された2件の研究プロジェクト－「細胞膜の異質界面における分

子理解と新機能創成基盤の形成」と「炭素材料科学の新展開 ～希少元素フリーで環境

に優しい次世代炭素材料の開発～」（2013～2017年度）－を実施した際には、両プロジ

ェクトの拠点機能をCATが担いました。その後も私立大学ブランディング事業（文部科

学省）に採択された「次世代ウェルビーイング ～個別適合をめざした統合的人間計測・

モデル化技術の構築～」研究プロジェクト（2016～2020年度）をCATプロジェクトとし

て実施しました。 

今年度は、CAT研究プロジェクト選考委員会で審査され、選定された20件のCATプロジ

ェクトが実施されると共に、CAT実験室を使用するCATプロジェクト代表者から研究装置

の専有面積に応じた使用料徴取を開始し、CAT実験室の持続的機能化に向けた体制を整

えました。さらに、科学技術振興機構（JST）の「さきがけ」プログラムや国立研究開

発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の先導研究プログラム/未踏チャ

レンジに各々1件ずつ、CATプロジェクトに参画する若手研究者が採択され、CATを拠点

とする外部資金研究プロジェクトの精力的な遂行を通じ、我が国の科学技術政策や社会

的・経済的ニーズを捉えた研究や国際的高水準な先駆的研究を展開しております。 

 近年では、幅広い研究領域を包括する拠点研究センターとして理工学部・理工学研究

科の研究教育を活性化させる役割を担い、私立大学等経常費補助金の継続的獲得が重要

となる中、CATプロジェクトに参画する助教・助手の若手出張旅費補助やオンライン開

催される成果報告会での学生ポスター発表の表彰を通じ、積極的に若手支援を先導して

おります。2018年設置の理工学部附置先端情報技術研究センター（CAIR）や2022年設置

の理工学部附置ライフサイエンス研究センター(LSC)とも連携し、今後の青山学院大学

理工学部・大学院理工学研究科における研究教育の一層の発展に貢献していきたいと考

えています。 
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研究成果等概要 

 

超伝導微細加工素子を用いた精密物性測定と 

量子デバイスへの応用 

 

研究代表者 物理科学科 教授 北野晴久  

研究分担者 物理科学科 助教 鈴木慎太郎 

 

 

１.１ 研究目的 

近年、超伝導の応用分野では２つの新たな動きが活発化している。１つは、量子コン

ピューターの動作原理を実現するジョセフソン量子ビットを実装する超伝導量子回路

の開発であり、もう１つは、超伝導転移における非線形な応答特性や半導体バンドギ

ャップよりも小さい超伝導ギャップを用いて高エネルギー分解性能を実現する高感度

超伝導センサーの開発である。いずれの場合も従来の BCS 超伝導体薄膜の微細加工素
子が用いられる。一方、物質科学の分野では、半世紀以上前に確立した BCS 理論では
想定されてなかった新しく多様な超伝導状態が様々な物質系で実現され、特に際立つ

物性としてトポロジカル超伝導やマヨラナ準粒子束縛状態に関する新たな物理とその

応用が活発に議論されている。  
本研究プロジェクトでは、従来超伝導体を基本とする現在の超伝導素子の性能を大

きく上回るだけでなく、トポロジカル量子物性などの新たな物理を量子デバイスにも

応用し得る有力候補として、強相関電子系の銅酸化物超伝導体と鉄系超伝導体に着目

する。我々が得意とする高品質単結晶試料への微細加工技術を駆使しつつ、超伝導素

子の形状や特性を活かした精密物性測定により未知の量子物性を解明し、新たな量子

デバイスの開発を目指す。  
 

１.２ 進捗状況及び成果  

最終年度となる今年度は、鉄系超伝導体単結晶から作製される微細加工素子を用い

た対破壊電流密度測定に関して２つの大きな成果が得られた。以下で詳しく述べる。 

（１）Ba122 単結晶の微小ブリッジ素子における面間対破壊電流密度  

本プロジェクト開始前の 2021年度から取り組んできた鉄系超伝導体 BaFe2(As1-xPx)2（以

下、P-doped Ba122 と略記）単結晶の微細加工素子を用いた研究において、最適ドープ領域
近傍の組成（x=0.29-0.32）に対する電気抵抗率の異方性評価と面間対破壊電流密度測定で
昨年度までに得られた成果を米国物理学会の学術雑誌に発表した（2024 年 9 月）。P-doped 
Ba122 は、As サイトの P 置換に伴う化学圧力の変化により、母物質の反強磁性秩序が破れて
高温超伝導が出現し、銅酸化物超伝導体の電子相図解明につながる系として精力的に研究
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されてきた。現在までに反強磁性秩序と超伝導秩序の量子臨界点近傍で有効質量の特異な

増大を示唆する磁場侵入長の挙動や磁束フローに起因するデピニング臨界電流密度の特異

な増大が報告されている。 

今年度は、昨年度までの研究をより広い組成範囲（x=0.27-0.41）に広げると共に、関連する
別の鉄系超伝導体 Ba(Fe1-yCoy)2As2（以下、Co-doped Ba122 と略記）の最適ドープ領域近傍
（y=0.06-0.08）に拡大し、２つの物質系で得られる面間対破壊電流密度のキャリア濃度依存性
を詳しく調べた（図 1）。ここで、各素子の P 濃度および Co 濃度は、単結晶への微細加工で得
られる微小ブリッジ部分に対する SEM-EDX 解析から評価した。このような微小領域の EDX 解
析は初めての試みであったため、まず、Co-doped Ba122 に対する微小ブリッジ部分の評価結
果がバルク試料と定量的に一致することを確認した。この検証で得られた手法を基に P-doped 
Ba122に対する EDX解析から、FIB微細加工に伴う微量な P欠損の発生を発見した。これは、
不足ドープ組成領域の P-doped Ba122 微小ブリッジ素子における常伝導特性や超伝導特性
の変化を定性的に説明する。Co-doped Ba122 に対する研究成果を 2025 年 2 月開催の鉄系

超伝導体国際ワークショップ（ IBS2app 2925）で口頭発表し、参加者からの強い関心を得た。
現在、過去の理論研究に立ち戻り、対破壊電流密度の支配因子を再吟味すると共に、得られ

たキャリア濃度依存性から得られる物理描像を考察し、Ba122 系電子相図で報告された異常
挙動との関連を調査中である。得られた知見を来年度夏に開催予定の低温物理国際会議

（LT30）で発表すると共に、学術論文として投稿する予定である。 
 

（２）剥離法で得られる Fe(Te,Se)単結晶フレークの作製と面内対破壊電流密度 

鉄カルコゲナイド超伝導体 Fe(Te,Se)は、トポロジカル超伝導体の有力候補物質であ

図１ (a) P-doped Ba122 および(b) Co-doped Ba122 の微小ブリッジ
素子を用いて測定された面間対測電流密度の温度依存性  
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るだけでなく、圧力印加や化学的インターカレーションなどにより、超伝導転移温度

が約 10 K から約 40 K まで比較的容易に急上昇する。したがって、応用上最も重要な
鉄系超伝導体である。我々は、上述の Ba122 単結晶微小ブリッジ素子を用いた面間対
破壊電流密度測定に成功する以前に、同様な手法で FeTe1-xSex (x=0.2-0.4)単結晶の面間
対破壊電流密度測定に成功した後、直ちに面内方向の対破壊電流密度測定に着手した。

しかしながら、層状結晶構造に起因する異方的特性のため、面間よりも面内の方がさ

らに断面積の小さい微小ブリッジ素子の作製が求められ、我々が得意とする集束イオ

ンビーム（FIB）微細加工だけで作製すると、ブリッジ断面積が 1m2 以下の微小面内

素子では加工ダメージに伴う超伝導特性の劣化が著しく、対破壊電流極限に到達しな

いことが 2020 年度末までに判明した。  
この限界を超えるべく、本研究プロジェクトではグラフェンの作製手法に着目し、

粘着テープで結晶表面を機械的に剥離し、厚さが数十 nm～数百 nm 且つ一辺が数十m

図２ (a) FeTe0.6Se0.4微小フレーク素子（試料幅 7.4 m、膜厚 115 nm） (b) Ar
ミリング後の微小ブリッジ素子（ブリッジ幅 1.5 m）(c) FIB 追加工後の
微小ブリッジ素子（ブリッジ幅 0.45 m）(d) 3 つの素子に対する面内臨界
電流密度の温度依存性 
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の微小単結晶フレーク試料を作製すると共に、その微細加工による面内微小ブリッジ

素子の臨界電流密度測定に取り組んできた。昨年度までに、マスクレス LED 露光法に
よる微小フレーク試料への微小電極作製と FIB 追加工による面内微小ブリッジ素子の
作製を達成したが、電流電圧特性から測定される臨界電流密度は対破壊極限に到達し

ていなかった。今年度は、まず、探針型段差計やレーザー顕微鏡よりも膜厚測定におけ

る空間分解能に優れた原子間力顕微鏡（AFM）による微小フレーク試料の膜厚測定に
取り組み、AFM 測定時の困難が微小フレークの位置特定と微小電極の形成に由来する
巨大段差の影響にあることを突き止めた。この問題を回避すべく、フレーク試料上の

微小電極作製手順を見直した結果、４端子測定用の微小電極を一度に作製せず、初め

に試料両端の電流電極と試料位置の特定に利用可能な周辺電極を作製してから AFM
測定することで、上記の困難を解決し高精度な膜厚測定を達成した。さらに、AFM測
定後、内側の電圧端子を 1 つずつ２回に分けて作製することでリフトオフ時の微小電

圧端子の連結事故を避けることに成功した。これにより、微小フレーク試料への電極

作製における歩留まりが 26%から 50％に向上すると共に、電圧端子の電極幅を 10.5 m
から 3.4 m まで縮小することに成功した（図２(a)）。 

一方、微小ブリッジ加工について、従来の FIB 加工から Ar ミリング加工への変更を
検討した。これは、前者に比べて後者は、イオン加速電圧が１桁小さく、化学的不活性

なイオンを照射するため、ブリッジ加工に伴う超伝導特性の劣化を最小限に抑えられ

ると期待されるからである。マスクレス LED 露光法を用いて保護用レジスト膜を作製
し、加速電圧 4 kV、照射時間 10 分で Ar ミリングし、幅 1.5 m の面内ブリッジ素子を
作製した結果（図２(b)）、初めてフレーク試料の臨界電流密度を上回る面内臨界電流密
度が得られた。さらに、Ar ミリング時の保護レジスト膜を残したまま FIB 追加工する
ことにより、約 0.45 m までブリッジ幅を小さくした結果（図２(c)）、初めて面間の対
破壊電流密度を数倍上回る面内臨界電流密度（約 4 MA/cm2 @ 4 K）の測定に成功した
（図２(d)）。これは、従来の FIB 加工では保護されてなかった微小ブリッジ表面がレジ
スト膜で保護された効果と考えられる。臨界電流密度の温度依存性を対破壊電流密度

の微視的理論計算（KL 理論）と比べると、T=0.3 Tcから T=0.5 Tcの低温領域で定量的

に一致する結果を得た。また、現象論（GL 理論）との解析から得られる見積値が、別
測定から評価された値と同程度であると確かめられ、遂に Fe(Te,Se)超伝導体の面内対
破壊極限に到達したことが強く示唆された。今後、再現性を検証し、学術論文への投稿

を準備すると共に、フレーク試料の膜厚に応じた Ar ミリング加工条件の最適化を目指
す予定である。 

 

１.３ 総括 

本研究プロジェクトでは、鉄系超伝導体単結晶の微細加工素子を用いた対破壊電流

密度測定において、当初の予想を上回る大きな成果を得ることが出来た。従来の対破

壊電流密度測定では、人工的に作製された超伝導薄膜試料の微細加工に立脚せざるを

得ず、薄膜作製時に導入される乱れに強く影響された結果しか得られなかった。また、
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得ず、薄膜作製時に導入される乱れに強く影響された結果しか得られなかった。また、

Kupriyanov と Lukichev による微視的数値計算（KL 理論）との定量的な一致に関する
議論もごく一部の報告に限られ、対破壊電流領域における非平衡超伝導の詳細は未解

明のままであった。これに対し、我々が得た成果は、乱れの影響が格段に小さい高品質

単結晶をベースとし、層状超伝導体の異方的特性や結晶のへき開性を巧みに活かして

低温領域まで KL 理論との一致を議論できる対破壊電流密度の測定に成功しており、
非常に画期的である。 

今後の展望として、まず、現在取り組んでいる Ba122 鉄系超伝導体における詳細な
キャリア濃度依存性の議論から対破壊電流密度を決める微視的パラメーターの変化を

追跡することで、鉄系超伝導体の超伝導発現機構に関する新たな知見が得られる可能

性が期待される。次に、Fe(Te,Se)単結晶フレークの作製手法を FeSe 単結晶に適用する
と共に、原子層物質研究で多用される PDMS 接着技術と組み合わせた薄膜化の推進に
より、面内対破壊電流密度の測定精度向上だけでなく、ファンデルワールス接合を含

む新たな超伝導微小接合素子を用いた新奇物性探索が期待される。来年度から着手す

る新プロジェクトでは、上記に加え、準結晶系微小試料の基礎物性評価に本研究で培

われた微細加工技術を駆使していく予定であり、すでに予備的成果を得ている。  
本研究プロジェクトにおいて、当初の予想よりも進展しなかった内容のうち、最重

要と思われる Fe(Te,Se)超伝導体で期待されるトポロジカル超伝導の発現に関しては、
Fe サイトを Co 置換した電子ドープ試料の高品質化を目指したが、Co 置換試料の過剰
鉄除去で困難に直面した。今後は、FIB ピックアップ法で得られる Co 置換試料の微小
結晶片および原子層レベルまで薄膜化した Co フリー単結晶フレークへの電界キャリ
ア注入に的を絞り、引き続きトポロジカル超伝導発現に挑戦する。トポロジカル超伝

導の量子物性探索では、現在（約 4 K）よりさらに低温領域（2 K 以下）の実験実施が
必須と予想されるため、2025 年度中にヘリウムガス循環システムを導入し、今年度導

入した新規冷凍機と組み合わせた極低温測定環境を整備していく予定である。 
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多機能性を有する熱流体の伝熱・流動メカニズム解明と 

それによる革新的熱エネルギー輸送システムの構築 

 

研究代表者 機械創造工学科 教授 麓   耕二 

研究分担者 機械創造工学科 助教 畑本 明彩未 

 

 

１.１ 研究目的 

 近年の情報化・ネットワーク社会の進展に伴い，各種デバイスに対する革新的なサ

ーマルマネージメント技術（主に放熱・排熱技術）の開発が進められている．加えて，

昨今の地球温暖化をはじめとする環境問題に起因するエネルギー問題の一助として熱

制御の高度化および更なる進展が望まれている．このような背景を踏まえて本研究で

は主に多機能性を有する熱媒体の開発に取り組んでいる．多機能性媒体に関しては，

感温磁性流体をマイクロカプセル化し，水中に懸濁させた磁性流体（Microencapsulated 
Temperature-sensitive Magnetic Fluid，以下 MTMF）および相変化物質を液中に懸濁させ
たエマルション型蓄熱材は，従来の顕熱を利用した熱輸送媒体に代わる，高効率な熱

輸送媒体として期待されている．これらの機能性熱流体は，液中に分散質となる磁性

マイクロカプセルあるいは相変化物質を分散させているため，分散質の磁化の温度依

存性や，融解・凝固に伴う密度変化により，非常に複雑な対流場が形成される．このた

め，いずれの機能性流体においても，伝熱特性や流れ場についての十分な知見が得ら

れていないのが現状である．  
 本研究プロジェクトでは，多機能性を有する媒体の熱伝達伝熱・流動特性を実験的・

解析的に解明することを目的とする．具体的には冷媒がカプセルを含むスラリー状と

なることを想定し，相変化物質(Phase Change Material，以下 PCM)カプセルの高性能化
に着目した．本年度は，磁性粒子を含有した多機能カプセルの作成方法を確立し，多機

能カプセルスラリーの熱伝達率を評価することを目的とし研究を進めた．  
そのために，カプセル化に及ぼす PCM と磁性粒子の体積比の影響を明らかにし，作

成した多機能カプセルの融解点や凝固点を測定することで磁性粒子の封入による蓄熱

性能への影響を調査した．また，多機能カプセルを含むスラリーの自然対流下での伝

熱特性および磁場印加による熱伝達率の改善率を評価した．  
 

１.２ 進捗状況及び成果  

 PCM と磁性粒子の体積比が 100:0.5，100:1，100:2 になるように調整して走査電子顕
微鏡でカプセルの外観を観察した結果を図 1 に示す．体積比 100:0.5，100:1 の時には
ナノスケールで球形をしたカプセルが観察され，体積比 100:2 では，球形ではない粒子
同士が凝集した大きな物体が多く観察された．これは粒子の濃度が増加することでカ
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響は小さいといえる．これらの結果から，球形でナノサイズであることでスラリー化

した時に流動性の低下を抑制できる上に磁性粒子の含有率が多いほど外部磁場による

対流促進を期待できることから，PCMと磁性粒子の体積比は 100:1が適するといえる．  

  

図 1 多機能カプセルの外観  図 2 DSC 曲線の比較  
 
次に，多機能カプセル濃度が 0，1，5，8 vol.%のスラリーについてヒーターからの熱

流束を変化させて伝熱評価を行い，0 vol.%の場合に対するヌセルト数の増加率を算出
した．その結果，5，8 vol.%のスラリーではいずれの熱流束においてもヌセルト数は増
加し，8 vol.%の時に最大で 8.3%の増加が確認された．また，熱流束が増加するにつれ
てヌセルト数は増加した．これは，加熱壁の温度が増加することで，より多くのカプセ

ルが融解して伝熱が促進したためと考えられる．一方，1 vol.%においてはカプセルの
濃度が薄いため，顕著な伝熱促進の効果が見られなかった．さらに，追実験として PCM
の融点以上の環境で同様の測定を行った結果，ヌセルト数の増加は見られなかった．

よって，ヌセルト数が増加した要因が PCM の相変化によるものであることを確認でき
た．  
最後に，カプセルの体積濃度が 8 vol.%の多機能カプセルスラリーの磁場印加状況下

での伝熱特性を評価した．その結果，磁場を印加すると加熱壁と冷却壁の温度差が増

大し，熱交換が劣化した．これは磁気モーメントの相互作用で鎖状クラスターが形成

されたことによる見かけの粘度が増加したことが原因として考えられる．ただし，磁

石の位置によって伝熱特性が変化することも明らかになっており，磁場の形状を最適

化することで伝熱性能を向上できる可能性が示唆された．  
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Ｘ線回折法を用いた新たな材料強度評価法の開発 

 

研究代表者 機械創造工学科 准教授 蓮沼将太 

研究分担者 機械創造工学科 助教  早瀬知行 

 

 

１.１ 研究目的 

ショットピーニングや溶射などの表面改質層では力学特性や X 線弾性定数が母材と
異なっている．しかし，表面改質層の厚さは数 10μm と薄く，従来の手法では力学特性
や X 線弾性定数を把握できない．それを可能にするには，表面から約 10μm 程度の局
所的な応力を材料試験中に測定することが必要である．また，疲労破壊は応力集中部

から発生するため，応力集中部に発生する局所的な応力を高精度で評価することが安

全のために重要である．しかし，塑性変形が繰り返され，繰返し硬化が発生した場合，

引張試験によって得られた応力ひずみ関係から局所的な応力を高精度に評価すること

は困難である．そのため，応力集中部の局所的な応力を測定することが求められる．  
X 線回折法は X 線の回折から応力を測定する手法であり，表面改質層や応力集中部の
局所的な応力を測定することが可能であると考えられる．  
そこで，本研究では X 線回折法を用いた新たな材料強度評価法を開発することを目

的とする．材料試験中に X 線回折法を用いた応力測定を行う手法を開発し，それによ
り，表面改質層の力学特性評価や X 戦弾性定数評価，応力集中部の局所応力評価を可
能にする．  
 

１. ２ 成果  

１.２.１ 溶射被膜の X線弾性定数評価 

気孔率や粒子の密着度合いの異なる材料に対して X 線弾性定数を測定し , X 線弾性
定数に及ぼす熱処理の影響を明らかにした .すなわち , 熱処理前後で気孔率を変化させ
た材料や成膜方法は異なるものの溶射皮膜同様 , 積層粒子構造を有する積層造形材を
比較し , 気孔率や溶射粒子のすべり変形の影響を評価した . また , 酸化物のある APS 
溶射を用いた BC と酸化の少ない HVOF 溶射を用いた BC を比較し, 酸化の影響を評
価した .この際，局所的なすべり変形に依存しない多点移動測定を用いて測定した．ま
た，TBC-基材一体型の試験し，TBC 表面の格子ひずみと機械的ひずみを用い  て TBC 
のポアソン効果の発現メカニズムを検討した . 
始めに，X 線弾性定数を測定した．4 点曲げ試験機で曲げ応力を与えている試験片

に対し, X 線回折法によって格子ひずみを測定した . ここでは , APS 溶射材と酸化の少
なく粒子間結合力の強い HVOF 溶射材を比較した. 図  1 に APS, HVOF それぞれで溶
射された試験片の X 線弾性定数測定結果を示す . HVOF によって溶射された  BC の  
X 線弾性定数は  APS のものよりも小さくなり , 機械的弾性定数との差も減少した . 
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これは溶射時に溶射粒子が高速で衝突するため付着までの滞留時間が短く , 緻密な皮
膜が得られたことで , 溶射粒子特有のスプラット粒子のすべり変形が減少したためで
あると考えられる . また , 粒子速度が速いことからフレーム中への大気の混入も少な
く,酸化が少ないことも影響していることが示唆された . 
次に, As-sprayed 材と熱処理材を用いて熱処理の影響を評価した . APS と HVOF お

よびその熱処理材すべてにおいて  X 線弾性定数が機械的弾性定数を上回っていた . 
これは, 前述した溶射粒子（スプラット粒子）の変形を含むひずみと応力を比較してい
るのに対し , X 線弾性定数は負荷応力に対してスプラット粒子の変形を含まない結晶
の回折格子面のひずみから求められるためと考えられる . また , 機械的弾性定数が組
織が不均一な APS では熱処理により X 線弾性定数と機械的弾性定数との差が減少し
た. これは，APS においては熱処理に伴う焼結・拡散が生じたうえ , 酸化物が増加した
ことで粒子間結合力が増加し , スプラット粒子のすべり変形が減少したためだと考え
られる. 一方, 均質な組織である HVOF では  As-sprayed 材と熱処理材で組織に大きな
変化がなく , き裂や溶射粒子の粒界もあまり見られないことから , As-sprayed 材の時点
で十分に溶射粒子の結合力が高いためだと考えられる . 
 次に，2 軸方向の格子ひずみを機械的ひずみと比較した .変形前後の二枚の測定対象
表面画像から表面変位を測定することができる画像相関法は , 得られた変位を微分す
ることにより機械的なひずみを算出することができる . 本研究では引張試験により , 
引張ひずみを付与し , その際の TBC 表面のひずみ分布を  DIC により測定した . 機械
的ひずみは , 格子ひずみとスプラット粒子のすべり変形が重畳した値として生じると
考えられる . 
図 2 に得られたひずみ分布の一部を示す . 図には，SEM を用いて撮影した試験片の

表面画像も重ねて示している．図からは局所的にひずみが高い箇所が点在しており , 負
荷強度の上昇に伴い既存のひずみが成長することが分かる．本試験で与えられた荷重

は均一な短軸引張であるが , 引張方向の皮膜表面のひずみ分布はこのように不均一で
あることから , 積層粒子内の気孔により荷重が分散され , 表面ひずみ分布にも影響を
与えていることが推測される . 直交方向でも同様の傾向が見られ , 直交方向側にはす
べり積層粒子のすべりが発生しないことからポアソン効果による変形の他に負荷によ

る気孔の開口によりこのような変形が発生していることが考えられる .負荷時の引張方
向側右下に残留粒子すべりが確認できる . この地点での気孔率は 14.3%と , 全体の平均
気孔率である  12.7% よりもやや高い数値となった . 逆に大きなひずみが存在しない
画像左下付近は  7.8%と気孔率が低く , 表面気孔が表面  皮膜ひずみの増加の影響を与
えることが示唆された．DIC により取得した両軸ひずみの比を取ることでポアソン比
を取得することができるが , X 線回折法で測定したポアソン比  の  0.35 と比較すると, 
DIC で得られたポアソン比およそ  0.2 となり小さくなった . 直交方向側のひずみ取得
制度が十分ではないが , DIC で測定を行った機械的ひずみが粒子すべりを含んでいる
ことから , 粒子すべりがポアソン比を小さくさせるポアソン効果に対する定性的な影
響が分かった. 
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Fig.1 X-ray elastic modulus of porous APSed BC and dense HVOF BC.  

 

 

Fig.2 Strain distribution obtained by DIC.  
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１.２.２ 表面加工層の力学特性評価 

X線回折法を用いて構造用材料 SUS316Lの表面近傍に形成された表面加工層の局所
力学特性の評価を行い，加工条件が表面改質層の力学特性に及ぼす影響を明らかにし

た．  
SUS316L について，任意の荷重で除荷し，その都度 X 線回折法を用いて測定された

表面加工層の軸および周方向残留応力，軸方向及び周方向残留応力から評価した相当

応力-ひずみ関係を図 3 に示す．縦軸は応力，横軸はひずみを示しており，得られた応
力-ひずみ関係を二段階直線効果で近似した場合も点線で示している．周方向応力を反
映した表面加工層の相当応力-ひずみ関係を見ると，母材層と比べて高強度になってい
る．これは，圧縮残留応力に加え，結晶粒界の増加による転位の移動の阻害頻度の増加

や加工硬化によるためと考えられる．相当応力の最大値は残留応力の影響を除いた微

粒化や加工硬化による強度上昇を示していると考えられる．ECAP 法により強塑性加
工を施した微細粒材の引張強さは約 800-1300 MPa であり，微粒化や加工硬化による強
度上昇量は本研究とほぼ一致していた．このように，表面加工層の微粒化による高強

度化を評価できた．次に，切削速度が異なる材料の結果を比較すると，切削速度が低い

ものほど高強度となっている．これは表面近傍の結晶粒径と対応しており，結晶粒が

微細化しているものほど高強度となっている．また，切削速度が速いものでは，表面加

工層のうち，微細粒層が薄く形成されるため，下層の塑性変形層および遷移領域の応

力の影響が大きくなり，評価される応力も低くなると考えられる．微細粒層の厚さの

違いによる影響は，切削速度が速いものほど降伏後の塑性域における傾きが大きくな

っていることからも確認できる．このように，表面加工層の力学特性および切削速度

の影響を評価できた．  
 

 

Fig. 3 Comparison between total axial stress and equivalent stress of machined surface layer 
evaluated with axial and circumferential residual stress for various cutting speed. 
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１.２.３ 応力集中部の応力およびひずみ分布評価 

曲げ試験を対象とし，応力分布とひずみ分布を同時に測定する方法を検討した．応

力分布の測定には X 線回折法(XRD)を用いた．ひずみ分布の測定には，ひずみゲージ
を用いた．試験片の一方の面にひずみゲージを複数枚貼付し，もう一方の面に XRD を
行った．  
供試材にはオーステナイト系ステンレス鋼 SUS304 を用いた．本研究では，圧延加工

のままの SUS304 を用いた．そのため，加工硬化が生じるとともに，-190 MPa の残留
応力が生じている．試験片には，長さ 66 mm，幅 8 mm，厚さ 3mm の短冊形試験片を
用いた．本研究では 3 点曲げ試験を行った．図 4 に示す自作の治具を作成し，ねじに
より静的な荷重を負荷した．負荷条件を図 5 に示す．片面にひずみゲージを複数枚は
りひずみ測定を行った．もう一方の面に XRDを用いて応力分布を測定した．図 5 の赤
線上の応力とひずみを測定し，それにより，2 次元での分布測定を行った．図 5 中の青
丸におけるひずみ値が 3000 μ となるように負荷をした．なお，XRD と画像相関法(DIC)
を試験片の同一面に行うことも試みたが測定できなかった．  
図 6 に応力とひずみの二次元分布を示す．また，図 7 に同じ x における応力および

ひずみ分布を示す．同じ x で比較した場合，y が小さいほど応力やひずみは小さくなっ
ている．また，同じ y で比較した場合，x が大きくなるほど応力やひずみは小さくなっ
ている．ひずみと y の関係は直線関係であるが，応力分布は，応力が−500MPa 以下に
なると直線関係から逸脱している．塑性変形が生じたためだと考えられる．以上の実

験結果は，弾塑性曲げの応力分布，ひずみ分布として妥当である．  
以上のことから，本研究の手法を用いることで応力分布とひずみ分布を同時に測定

することが可能である．特に塑性変形が生じていても応力を測定できていることから，

応力―ひずみ関係が未知の材料や構成則が複雑な材料でも応力分布を測定できると言
える．今後の課題は，応力分布とひずみ分布を同一面上で測定できるようにすること

である．XRD を用いた応力測定領域と DIC を用いたひずみ測定領域を交互に配置する
ことで，応力分布とひずみ分布を同一面上で測定できる可能性がある．  

 
 

 

       Fig. 4 Photo of jig.               Fig. 5 Illustration of loading condition. 
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       Fig. 4 Photo of jig.               Fig. 5 Illustration of loading condition. 
 

  
 Fig. 6 Stress distribution.     Fig. 7 Strain distribution.  

 

    
    (a)Stress distribution             (b)Strain distribution 

Fig. 8 Stress and strain distribution at same x position. 
 
１.３ 総括 

本研究では，X 線回折法を用いた新たな材料強度評価法を検討した．溶射被膜の X
線弾性定数評価については，溶射被膜の X 線弾性定数を評価可能にし，気孔率やすべ
り変形の影響を明らかにした．表面加工層の応力ひずみ関係評価では，表面改質層の

応力ひずみ関係の評価を可能にし，切削速度の影響を明らかにした．応力分布測定に

ついては，応力分布とひずみ分布を同時に測定することができた．以上のように，本研

究で開発した手法を用いることで，今まで評価できなかった材料特性を評価すること

ができる．   
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高周波ノイズの低減に関する研究開発 
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１.１ 研究目的 

これまでに波長と比較して極めて薄い円形パッチ配列電波吸収体が提案されて

おり,重ね合わせの原理に基づいて所望の吸収特性を設計可能であることが示され

ている[1].一方で吸収帯域が狭帯域であるという課題に対し,パッチの積層による

広帯域化手法が報告されているが,具体的な設計手法は明らかになっていない[2].

そこで本研究では,2 層型円形パッチ配列電波吸収体の設計に向けて,重ね合わせの

原理に基づいて反射係数をモデリングし,妥当性を確認した. 

 

１.２ 進捗状況及び成果 

図 1に文献[2]にて報告されている 5GHz帯 2層型円形パッチ配列電波吸収体の電

磁界解析モデルを示す.半径 8.40mm の内層パッチと半径 8.19mm の表層パッチを裏

面をグラウンド板とした厚さ 0.2mm 及び 0.6mm の基板上に周期 18.8mm で配列した.

また,xz 及び yz 面の境界には周期境界条件を与え,入出力ポートから y 方向電界を

持つ平面波を z 方向に垂直入射する. 

 

図 1 二層パッチ配列電波吸収体の電磁界解析モデル 

 

図 2 に重ね合わせの原理による反射係数モデルを示す. 𝐽𝐽𝐵𝐵及び𝐽𝐽𝐶𝐶は内層及び表層

パッチ表面に流れる実効電流,𝑍𝑍𝐴𝐴は両パッチが存在しない場合の電波吸収体の入力

インピーダンス, 𝑍𝑍𝐵𝐵は内層パッチ後方を,𝑍𝑍𝐶𝐶C は表層パッチ後方を,𝑍𝑍′𝐵𝐵は内層パッチ

前方をそれぞれ見込んだ入力インピーダンスである.同図に示すように,本吸収体に
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平面波が入射すると両パッチ及びグラウンド板に電流が誘起され,各電流により散

乱波が再放射される.重ね合わせの原理より,本吸収体の反射係数𝛤𝛤は𝛤𝛤𝐴𝐴,𝛤𝛤𝐵𝐵及び𝛤𝛤𝐶𝐶の
和で求めることができると仮定した.また,先行研究における単層円形パッチ配列電

波吸収体の設計手法[1]より,各反射係数は自由空間の波動インピーダンス𝑍𝑍0,入射
磁界𝐻𝐻,内層パッチ及び表層パッチに流れる実効電流の位相𝜃𝜃𝐵𝐵及び𝜃𝜃𝐶𝐶を用いて次式
により算出できると考えられる. 

 

𝛤𝛤𝐴𝐴 =
𝑍𝑍𝐴𝐴 − 𝑍𝑍0
𝑍𝑍𝐴𝐴 + 𝑍𝑍0

 

𝛤𝛤𝐵𝐵 =
𝑍𝑍𝐵𝐵

𝑍𝑍𝐵𝐵 + 𝑍𝑍𝐵𝐵′
𝐽𝐽𝐵𝐵𝑒𝑒𝑗𝑗𝜃𝜃𝐵𝐵

𝐻𝐻  

𝛤𝛤𝐶𝐶 =
𝑍𝑍𝐶𝐶

𝑍𝑍𝐶𝐶 + 𝑍𝑍0 𝐽𝐽𝐶𝐶𝑒𝑒
𝑗𝑗𝜃𝜃𝐶𝐶

𝐻𝐻  

図 3に反射係数モデル及び 3次元電磁界シミュレーションを用いて算出した 2層

型円形パッチ配列電波吸収体の反射係数を示す.同図より,両者は最大 0.7dB の差異

で良好に一致していることから,仮定した反射係数モデルの妥当性を示した. 

 

１.３今後の課題 

今後は反射係数の位相のモデリングと斜め入射に対する設計理論について検討

していく予定である． 

 

 

図 2 重ね合わせの原理による反射係数モデル 
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環境変動にロバストな定量光位相イメージング技術の開発 

 

研究代表者 電気電子工学科 助教 前田 智弘 

研究分担者 電気電子工学科 教授 外林 秀之 

 

 

１.１ 研究目的 

光波は辿ってきた経路によって位相が変化するため，光波の空間的な位相分布を計

測することにより，光路上に配置された物体の奥行きや屈折率の分布を知ることがで

きる．光波の位相分布を可視化する技術としては，位相差顕微鏡や微分干渉顕微鏡が

代表的であるが，近年では位相分布を定量的に取得することができる位相シフトディ

ジタルホログラフィ（PSDH）が生体組織の診断や工業製品の検査などの分野で注目を

集めている． 

PSDH では，計測対象を透過あるいは反射した光波（物体光）に対して，強度・位相

分布ともに均一な平面波（参照光）を別途用意し，2 光波の干渉により生じる干渉縞の

強度分布を利用する．このとき，物体光の位相分布を算出するためには，2 光波間に位

相シフトを与えながら取得した複数の干渉縞画像が必要となる．位相シフトを与える

方式としては，ピエゾミラーなどを用いて参照光の光路長を逐次的に変化させて複数

回の撮像により干渉縞を取得する時間領域位相シフト法が一般的である．これに対し

て，位相シフトアレイデバイスを用いて参照光の空間位置ごとに異なる量の位相シフ

トを与えることにより，シングルショットでの計測を実現する並列位相シフト法も提

案されている．しかしながら，並列位相シフト法では位相シフトアレイデバイスと撮

像素子との間に緻密な光学調整が要求されるため，振動などの環境変動に対する耐性

に課題を有する．そこで我々は，シングルショットかつ環境変動に対してロバストな

位相シフト方式として，市松模様回折格子による光波面複製効果を利用した新たな方

式を提案している． 

 

１.２ 進捗状況及び成果 

提案手法では，市松模様回折格子の回折光間に生じる位相差を PSDH における位相シ

フトとして利用している．位相分布の算出には位相シフト量の値が必要となるが，提

案手法で与えられる位相シフト量は回折格子の位置に依存するため，振動などの影響

により変動してしまう．そこで本年度は，取得した干渉縞画像から位相シフト量を推

定する手法について検討し，数値解析によってその効果を評価した． 

まず，提案手法において複製間に位相シフトが生じる原理について述べる．図 1 に

示すように，周期 Λ の市松模様回折格子の±1 次回折光には，キャリア空間周波数

1 =  が与えられる．この回折格子の後方にレンズを配置すると，レンズの 2 次元フ

ーリエ変換効果によって空間周波数シフトが結像位置の変位に変換されて光波面の複
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製が生じる．このとき，回折格子の面内方向の位置が Δx 変化すると，フーリエ変換の

シフト則により空間周波数ドメインにおいて線形な位相変化 exp( 2 )i x  が生じる．す

なわち，キャリア空間周波数 1 =  の±1 次回折光の間には 4 /x  の位相差が現れ

る．同じことが y 軸に対してもいえるため，市松模様回折格子によって四方に生じる

一次回折光の間には位相シフトが与えられることになる． 

 
図 1  市松模様回折格子による光波面複製の原理 

先で述べたように，複製間に与えられる位相シフト量は回折格子の位置によって決

定される．そのため，回折格子の位置を高精度に検出できれば，位相シフト量を算出す

ることができる．しかし，検出には追加の機器を要するうえ，回折格子の位置とは光軸

からの変位量であり検出精度の保証が難しい．そこで本研究では，回折格子の位置検

出ではなく，取得される干渉縞画像から位相シフト量の推定を目指す． 

図 2(a)に示すように，物体光の近傍 2 個所に π/2 の位相差を有したマーカを付与し

ておく．マーカは物体光とともに回折格子を通過し，図 2(b)に示すように回折格子に

よる光波面複製効果が与えられる．このとき，各複製が受ける位相シフト量は図中に

示す通りとなる．ここで，Δx = Δy = 0 のときに光軸がちょうど市松模様構造の境界部

にあるとして，π の初期位相を図中右上と左下の複製に与えている．光軸から見て上下

左右に現れるマーカの複製はそれぞれ異なる位相シフトを受けており，上下左右のマ

ーカに対して参照光との干渉強度はそれぞれ以下の通り表すことができる． 

上： t r m r m 22 cosH I I I I = + +   左： l r m r m 22 sinH I I I I = + +   

下： b r m r m 12 cosH I I I I = + −   右： r r m r m 12 sinH I I I I = + +   

ここで，Ir および Im はそれぞれ参照光とマーカの強度である．また，回折格子の移動

量 Δx，Δy に対して Δφ1 = 2π (Δx + Δy) / Λ，Δφ2 = 2π (Δx − Δy) / Λ とした．すなわち，

参照光との干渉強度分布（図 2(c)）からマーカ部を抽出して，上記の 4 式を解くこと

で，Δφ1 および Δφ2 はそれぞれ以下の通り導くことができる． 

( ) ( ) ( ) b r m r r m
1

r m

exp
2

H I I i H I I
i

I I


− + + + − +
 =  

( ) ( ) ( ) t r m l r m
2

r m

exp
2

H I I i H I I
i

I I


− + + − +
 =  

これらの式から，左右の上下の複製間に与えられる位相差をそれぞれ Δφx = 4π Δx / Λ = 
Δφ1 + Δφ2，Δφy = 4π Δy / Λ = Δφ1 − Δφ2 と求めることができる． 

z

θ = sin−1(νλ)

λ

Λ = 1/ν

+1st order diffraction

GratingLens Lens

Λ
Object

Δd ~ f λ /Λ

θ
f f
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図 2  マーカ付き物体光の回折（レンズによる 2 回のフーリエ変換の結果，回折後

の像は座標軸が反転している） 

数値解析ではまず，マーカの干渉強度から位相シフト量の推定が可能であることを

確認した．解析では干渉縞の強度分布を 8bit 分解能の撮像素子で取得するとし，その

他については理想的な条件とした．回折格子の位置 Δx と Δy をそれぞれ 0 から Λ まで

変化させ，得られた Δφ1 と Δφ2 の推定値をプロットした結果を図 3 に示す．いずれの

場合についても，位置の変化に対して位相シフト量の推定値は線形に変化した．推定

値の理論値との誤差はいずれの場合も±0.02 rad 程度に抑えられており，高い精度での

位相シフト量推定が可能であることがわかった． 

 
図 3  回折格子の移動量と位相シフト量推定値との関係（青色），および理論値から

の誤差（赤色） 

次に，物体光の強度分布と位相分布としてそれぞれ 2 次元画像を与えて提案手法に

よる位相分布計測をシミュレーションし，計測精度を評価した．評価指標は PSNR およ

び SSIM とし，比較のために従来手法である時間領域位相シフト法による計測のシミュ

レーションも実施した．提案手法および従来手法のそれぞれで得られた強度分布と位

相分布を図 4 に示す．シミュレーション結果の強度分布をみると，位相分布が急峻に
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変化する座標位置において強度が欠落していることがわかる．これは解析中に含まれ

る複素数配列のリサイズ処理による影響であり，計測の過程で生じたものではない．

位相分布については元画像との差はほとんど無く，いずれの指標をみても従来手法と

全く同等の精度での位相計測が可能であることが示された． 

 
図 4  提案手法と従来手法での計測精度の比較 

 

１.３ 今後の課題 

今回は撮像素子による光強度の量子化以外は理想的な条件下での解析であったが，

今後は撮像素子のショットノイズなどの影響も考慮して，より現実的な条件下で解析

を進める必要がある．また，ノイズを含んだ取得画像からのマーカ干渉強度の求め方

や，マーカの大きさや時間的なゆらぎの影響などについても検討する必要がある． 
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立体選択的合成反応の開発 

 

研究代表者 化学・生命科学科 教授 武内 亮 

 

 

 

１.１ 研究目的 

本研究では、有機分子の三次元の立体構造を選択的に作る立体選択的合成に重点を

置く。立体構造制御のために、遷移金属錯体の新たな触媒機能を開発する。本研究では

研究代表者が独自に見出したはイリジウム触媒とルイス酸またはブレンステッド酸と

の協働作用を用いた光学活性化合物の効率的合成法の確立を行う。 

有機分子は三次元の形を持っている。このことから、炭素原子に結合している 4 つ

の結合がすべて異なる場合、その分子と鏡に映ったその分子は重ね合わすことができ

ない。実像と鏡像が重ね合わすことができない右手と左手の関係になる。実像と重ね

合わすことのできない鏡像を鏡像異性体という。鏡像異性体が存在する分子を光学活

性分子という。鏡像異性体の片方だけを高度の選択性を持って合成することは難しく、

合成化学者へ与えられた最大の難問である。有機化学の歴史は立体化学の歴史とも言

える。1874 年に van’t Hoff と Le Bel が炭素原子の四面体構造を明らかにして以来、

有機化学者は鏡像異性体の研究に取り組んできた。鏡像異性体の入手は容易ではなく、

鏡像異性体の分離（光学分割という）は困難であった。たとえ分離で来たとしても、所

望の鏡像異性体の最高収率は 50％であった。触媒的不斉合成は少量の不斉触媒から所

望の鏡像異性体が得られる理想的方法である。 

複素環化合物は医薬品の基本構造として極めて重要である。光学活性芳香族複素環

化合物は、軸不斉を有する化合物も存在するが、一般的に標的分子となるものは芳香

族複素環の隣接位や近傍に点不斉を有している。これらの化合物の合成においては、

合成の最終段階で点不斉を構築する合成法よりも、芳香族複素環の隣接位や近傍に点

不斉を構築し、さらに炭素鎖伸長や官能基変換が行える合成法の方が汎用性に優れる。

不斉中心の構築と変換可能な官能基の導入を同時に行える反応が望ましい。このよう

な反応を開発し、光学活性芳香族複素環化合物の合成を行う。また。これらの研究と並

行して、有用なビルディングブロックとなるような光学活性多官能性化合物の合成も

行う。 

 

 

１.２ 進捗状況及び成果  

インドールは、多くの生物活性物質中に存在する重要な骨格である。医薬品などに

も見られる。それらの中でアレンが置換した光学活性体のインドールは、知る限りで

は得られていない。研究代表者が開発した触媒を用いてインドールとアレニルアルコ
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ールから光学活性なアレン置換インドールを高収率かつ高エナンチオ選択的に得るこ

とに成功した。副生成物は水だけである環境調和合成を達成した。本反応ではラセミ

体のアルコールの両方のエナンチオマーから光学活性体が高エナンチオ選択的に得ら

れることを示している。生成物中の末端アレンは様々な分子変換が可能であった。水

素化やヒドロシリル化により高収率で生成物が得られた。この分子変換においてラセ

ミ化は全く進行せず光学純度は保持された。このように、本不斉アレニル化で得られ

る生成物は、有用な光学活性ビルディングブロックであることが示された。 

 

 

 

 

 

 

１.３ 今後の課題 

本研究課題では、容易に入手できる第 2 級アリルアルコールや第２級アレニルアル

コールを用いて、温和な条件で不斉アリル化や不斉アレニル化を検討する予定である。

インダゾール、テトラゾール、トリアゾール、イミダゾピリジン、アズレン、2-ナフト

ールなどの芳香族複素環化合物及び芳香族化合物や α-ケトエステル、α-ジケトンか

ら 100%に近いエナンチオマー過剰率で生成物を得ることを目指す。窒素原子が複数あ

るインダゾール、トリアゾールやテトラゾールにおいて、位置選択性を制御できる

regiodivergent な不斉アリル化を開発することを目指す。これらの不斉反応は副生成

物が水だけの環境調和型合成であることから、これらの研究成果は SDGs の推進に大き

く貢献できる。 
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論文リスト 

１．原著論文 

Takahiro Sawano, Manami Kobayashi, Momoko Ishikawa, Eri Ishikawa, Ryo Takeuchi 

Iridium-Catalyzed Asymmetric Allenylic Substitution of Tertiary Racemic 

Allenylic Alcohols with Indoles 

Organic Chemistry Frontiers, 2025, 1122, 1080-1085. 

 

Takahiro Sawano, Kazuki Urasawa, Ryousuke Sugiura, Kaito Aoyama, Koito Tanaka, 

Hiromi Hosaka, Masami Kaneko, Yuzo Yoshida, Eri Ishikawa, Takeshi Yamamoto, 

Ken Sakata, Ryo Takeuchi 

Iridium-Catalyzed [2+2+2] Cycloaddition of Bithiophene Linked Diynes with 

Nitriles:  

Scoppe and Mechanistic Study with Quantum Chemical Calculation 

J. Org. Chem., 2024, 8899. 9473-9487. 

 

２．国際会議プロシーディング 

なし 

 

３．受賞等 

青山学院学術賞 「イリジウム触媒による有機合成反応の体系的研究」 
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重力波源の電磁波対応天体探索のための 

宇宙広視野 X線モニターの開発 III 

 

研究代表者 物理科学科 教授 坂本貴紀 

研究分担者 物理科学科 助教 芹野素子 

 

 

１.１ 研究目的 

2017 年 8 月 17 日、中性子星同士の合体に伴った重力波からの電磁波対応天体が発

見され、いよいよ重力波天文学の幕開けとなった。我々は、今後、地上重力波検出器 

LIGO、Virgo、そして KAGRA が最高感度で天体からの重力波を検出する時代を迎える

にあたり、その電磁波対応天体を探査できる、日本独自の飛翔体観測機器を用いた広

視野軟 X 線モニターの検討、および開発を進める。重力波検出器で決定される重力波

の到来方向の精度は数 10-100 平方度であり、一度に大きな空の領域を高い感度で観測

できる観測装置が必須である。我々は、この目的を達成するために、「ロブスターアイ」

という光学系と X 線撮像素子を用いた高感度広視野 X 線望遠鏡の実現を目指す。 

 

１.２ 進捗状況及び成果  

 

(a) JAXA 公募型小型候補ミッション HiZ-GUNDAM 

 

JAXA の公募型小型の候補ミッションとして選定されているに日本独自の突発天体

探査衛星 HiZ-GUNDAM の広視野 X 線モニター EAGLE の基礎開発を継続して行った。

EAGLE で利用する X 線集光系であるロブスターアイ光学系 (Lobster Eye Optics; 以

後 LEO) については、宇宙科学研究所の 30 m X 線ビームラインを用いて、2 枚の LEO 

をフレームの固着した状態で X 線集光性能実験を行った。その結果、2 枚の LEO をま

たいだ形で X 線が入射した場合であっても、要求される集光性能を満足する形でアラ

イメントできている事が確認できた。また、焦点面検出器については、pnCCD センサ

ーを動作させ、データを読み出すための基板第 2 弾が完成し、それらの基板の動作確

認を行い、全ての機能に問題ない事が確認された。 

 

(b) 6U キューブサット SEAGULL 

 

重力波源の電磁波対応天体探索を主目的とした 6U キューブサット (10 cm x 20 

cm x 30 cm) の検討を行った。4 cm 角の LEO を 2 x 2 の 4 枚使用する事で、       

8°x 8°の空の領域を一度で観測でき、焦点面検出器には 3.6 cm 角の大面積 CMOS   
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重力波源の電磁波対応天体探索のための 

宇宙広視野 X線モニターの開発 III 

 

研究代表者 物理科学科 教授 坂本貴紀 

研究分担者 物理科学科 助教 芹野素子 
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イメントできている事が確認できた。また、焦点面検出器については、pnCCD センサ

ーを動作させ、データを読み出すための基板第 2 弾が完成し、それらの基板の動作確

認を行い、全ての機能に問題ない事が確認された。 

 

(b) 6U キューブサット SEAGULL 

 

重力波源の電磁波対応天体探索を主目的とした 6U キューブサット (10 cm x 20 

cm x 30 cm) の検討を行った。4 cm 角の LEO を 2 x 2 の 4 枚使用する事で、       

8°x 8°の空の領域を一度で観測でき、焦点面検出器には 3.6 cm 角の大面積 CMOS   

イメージセンサーを使用する。LEO は非常に軽量な光学素子であり、また、その焦点距

離 30 cm であるため、バス部の大きさを考慮しても 6U キューブサットの大きさに十

分収まる。本格的な検討は来年度以降となるが、青学の機械工作室の協力の下、LEO 4

枚をアライメントし、固定するフレームの設計、および試作、そして、大面積 CMOS イ

メージセンサ GSENSE4040BSI の入手、データ読み出し基板の設計や基板で使用する

FPGA の入手などが進められた。 

          

             図 1 6U キューブサット SEAGULL  

 

(c) ARICA-2 のフライトモデルの開発 

 

今年度の前半は、エンジニアリングモデルの振動・衝撃試験、および熱真空試験を

実施し、エンジニアリングモデルの設計に対する構造的な健全性を確認する事ができ

た。8 月には詳細設計審査会を実施し、衛星の姿勢制御や運用方法に対して審査員の

方々から様々な有益なコメントを頂き、これらのコメントに対する回答を行う場とし

て、再審査会を 10 月に開催し、審査員からの承認を得た上で、フライトモデルの製作

を開始した。今年度中のフライトモデルの組み上げを完了させ、来年度、フライトモデ

ルの機械環境試験を実施し、衛星の引渡しを完了する。 
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         図 2 ARICA-2 の CAD (左)とエンジニアリングモデル(右) 

 

１.３ 今後の課題 

HiZ-GUNDAM 衛星においては、ミッション選定のダウンセレクション審査が 2 年後

に再設定され、その審査に向けてのミッション機器の基礎開発を行った。宇宙科学研

究所の X 線ビームラインを用いた LEO の集光実験や焦点面検出器の pnCCD の駆動、お

よびデータ読み出し基板の製作を行い、その動作について問題ないことを確認した。

ミッション選定に向けた、ひとつでも多くの課題をクリアできるように活動を続けて

いく必要がある。 

重力波源の電磁波対応天体探索を主目的とした 6U キューブサット SEAGULL のコ

ンセプト検討を行った。LEO を固定するフレームの設計や CMOS イメージセンサーの

読み出し基板の製作に向けて動き出した。今後はより具体的な衛星設計、およびミッ

ション部開発を進めていく。 

ARICA-2 は、エンジニアリングモデルの機械環境試験の実施などを得て、本年度内

のフライトモデルの製作を目指す。 

 

論文リスト 

 

１．原著論文 

特になし 

 

２．国際会議プロシーディング 

T. Sakamoto et al., Development and performance of the engineering model of 

ARICA-2, Conference proceeding of Small Satellite Conference, SSC24-WIII-07, 

2024 
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実用高温超伝導材料機能開拓プロジェクト  
 

研究代表者 物理科学科 教授 下山 淳一 
研究分担者 物理科学科 助教 元木 貴則 

 
１.１ 研究目的 

 銅酸化物や二ホウ化マグネシウムなどの高温超伝導材料は線材、バルク、薄膜の形

で、送電ケーブル、電磁石、バルク磁石、SQUID 素子など様々な用途に実用され始め
徐々に普及している。従来の超伝導材料が液体ヘリウムで冷却されていたのに対し、

これらの応用は液体窒素や小型冷凍機による冷却であるため、本来、普及力が大きく、

エネルギー・環境問題への対応や先端科学技術、高度医療の発展に貢献できるポテン

シャルを持つ。しかしながら、高温超伝導技術の普及は速やかではなく、その原因とし

て、材料が高価であること、材料特性が“使えるレベル”に達しただけであること、超

伝導接合技術など周辺技術が未熟であること、などが挙げられる。すなわち、普及力を

高め、用途を広げるにはこれらの課題を解決する必要があり、材料特性の向上による

高機能化を目指した研究が直接的な手段となる。具体的には材料特性向上は工程が同

じであれば低コスト化に、“使えるレベル”以上の性能による装置、機器の小型化や運

転条件の拡大につながり、さらに、特性向上は材料の均質性や超伝導体表面状態の改

善を伴うことから超伝導接合形成が可能になり、銅酸化物超伝導材料では極めて困難

と考えられてきた永久電流回路の開発・実用化が見通せる。一方、前プロジェクトとし

て実施した 2021～2023 年度の企業との共同研究の成果として、材料の焼成前後に行う
熱処理過程の導入が材料特性を大きく改善することを見出した。これにより、従来、あ

まり重視されなかった焼成前後の過程の最適化こそが短期間での材料高機能化に有効

であることが明らかになった。以上の背景のもと、2024 年度より始めた本プロジェク
トでは RE123 系(RE は希土類元素)および Bi 系銅酸化物材料、MgB2材料について、そ

れぞれの材料用途の拡張を目的とし、焼成条件、出発原料調製、前熱処理、後熱処理の

最適化による材料機能改善を目指した基礎研究を中心に実施した。RE123 系ではティ
ーイーピー社と住友電工社および JST 未来社会創造プロジェクト、MgB2材料開発では

日立製作所と東ソー社の協力を得て研究を行った。Bi 系については住友電工社が 2024
年度より事業撤退したため、2024 年度は経産省の「経済安全保障の維持・強化に資す
る重要技術の適切な管理実現のための試験・評価・研究事業」の支援を受けてこれまで

の知見、経験を生かした新規構成の材料開発に取組んだ。  
 
１.２ 進捗状況及び成果  
 RE123 系溶融凝固バルク(以後 REBCO バルクと称する)は、REBa2Cu3Oy(RE123)と
REBaCuO5(RE211)の混合ペレットを RE123 の包晶温度(Tp)以上に昇温し部分溶融状態
とした後、徐冷することで Tpの高い Nd123 単結晶などを核として得られる大型の疑似
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単結晶である。バルク全体を超伝

導電流が周回するため、永久磁石

を超える高磁場を捕捉すること

が可能である。我々は希土類の違

いによる Tpの差に着目し、Tpの高

い既製の REBCO バルクを切り出
してシードプレートとし、その上

に Tpの低い REBCOを用いた無配
向焼結体を乗せ鉛直方向のみに溶融成長させる手法 (Single-Direction Melt Growth, 
SDMG 法) を 2019 年度に開発し、従来法である材料の表面中央に小さい種結晶を置い
て結晶成長する Top Seeded Melt-Growth 法に代わる新規高機能バルク材料作製法とし
て提案している。この方法で作製されるバルクはシードプレート表面とのバルクが界

面全体で密着していれば、確実に均質なバルク材料が得られる。2024 年度の研究では
さらなるバルクの大型化を進め、図 1 に示すように外径 80 mm の成型体からの disk, 
ring 形状のバルクの再現性の良い育成に成功している。これは、市販品で入手可能な最
大サイズのものと同等である。このような大型バルクの結晶成長には、従来法では一

か月程度を要するのに対し、本手法は約一週間での育成が可能であり、大幅な製造プ

ロセスの短縮を実現している。現在、このような大型のリング形状バルクを積層した

卓上 NMR への実装を目指している。  
この結晶育成法は 2021 年 11 月の国際会議の招待講演で報告した後よりにわかに注

目を集め、2022 年度には欧州のトップメーカーが本手法をバルク製品製造に採用して
おり、私共も国内メーカーとの共同開発を進めている。  

Bi2223 線材の開発に関する研究は、2024 年度から共同研究を実施していた住友電工
社が事業撤退したため、最後に実施していた線材断面サイスが異なる線材の大気圧下

2 次焼成による臨界電流特性向上に関する研究と、線材内フィラメントの通電特性評
価を上期に実施した段階で中断した。線材断面サイズが異なる線材の研究からは、

Bi2223 フィラメントが小さい、つまり断面
積が小さい線材ほど、銀を含めた断面積当

たりの臨界電流密度が高くなることが、フ

ィラメントの通電特性評価からは Pb 濃度
が高いほど磁場中での転移が鋭くなるこ

とがわかった。一方、新規構成の Bi2223 線
材開発を経産省の公募事業に提案し、これ

に採択されたため下期は積層厚膜型の新

規材料の開発を進めた。この事業の期間は

わずか 4 ヶ月の短いものであったが、図 2
に示すような 4 層の積層導体が臨界電流
密度 15,000 A/cm2を記録するなど、Bi2223

図 2. Bi2223／銀箔 4 層積層線材の断面
の一部。濃い灰色が Bi2223 層である。  

図 1. 外径 80 mmの成型体から育成した YBCO溶融
凝固バルクの外観（左：disk 形状、右：ring 形状）  

34



単結晶である。バルク全体を超伝

導電流が周回するため、永久磁石

を超える高磁場を捕捉すること

が可能である。我々は希土類の違

いによる Tpの差に着目し、Tpの高

い既製の REBCO バルクを切り出
してシードプレートとし、その上

に Tpの低い REBCOを用いた無配
向焼結体を乗せ鉛直方向のみに溶融成長させる手法 (Single-Direction Melt Growth, 
SDMG 法) を 2019 年度に開発し、従来法である材料の表面中央に小さい種結晶を置い
て結晶成長する Top Seeded Melt-Growth 法に代わる新規高機能バルク材料作製法とし
て提案している。この方法で作製されるバルクはシードプレート表面とのバルクが界

面全体で密着していれば、確実に均質なバルク材料が得られる。2024 年度の研究では
さらなるバルクの大型化を進め、図 1 に示すように外径 80 mm の成型体からの disk, 
ring 形状のバルクの再現性の良い育成に成功している。これは、市販品で入手可能な最
大サイズのものと同等である。このような大型バルクの結晶成長には、従来法では一

か月程度を要するのに対し、本手法は約一週間での育成が可能であり、大幅な製造プ

ロセスの短縮を実現している。現在、このような大型のリング形状バルクを積層した

卓上 NMR への実装を目指している。  
この結晶育成法は 2021 年 11 月の国際会議の招待講演で報告した後よりにわかに注

目を集め、2022 年度には欧州のトップメーカーが本手法をバルク製品製造に採用して
おり、私共も国内メーカーとの共同開発を進めている。  

Bi2223 線材の開発に関する研究は、2024 年度から共同研究を実施していた住友電工
社が事業撤退したため、最後に実施していた線材断面サイスが異なる線材の大気圧下

2 次焼成による臨界電流特性向上に関する研究と、線材内フィラメントの通電特性評
価を上期に実施した段階で中断した。線材断面サイズが異なる線材の研究からは、

Bi2223 フィラメントが小さい、つまり断面
積が小さい線材ほど、銀を含めた断面積当

たりの臨界電流密度が高くなることが、フ

ィラメントの通電特性評価からは Pb 濃度
が高いほど磁場中での転移が鋭くなるこ

とがわかった。一方、新規構成の Bi2223 線
材開発を経産省の公募事業に提案し、これ

に採択されたため下期は積層厚膜型の新

規材料の開発を進めた。この事業の期間は

わずか 4 ヶ月の短いものであったが、図 2
に示すような 4 層の積層導体が臨界電流
密度 15,000 A/cm2を記録するなど、Bi2223

図 2. Bi2223／銀箔 4 層積層線材の断面
の一部。濃い灰色が Bi2223 層である。  

図 1. 外径 80 mmの成型体から育成した YBCO溶融
凝固バルクの外観（左：disk 形状、右：ring 形状）  

線材の技術を後継する材料開発に手応えを得た。  
Bi2223 線材間の超伝導接合開発は JST の未来社会創造プロジェクトのもとで進めて

いたが、住友電工社の事業撤退に応じて開発中の 1.3 GHz 磁石に Bi2223 線材は使われ
なくなったことから、高強度線材ではなく、補強のない線材の接合を行い、接合の学理

研究に適した接合試料を作製した。しかし、多芯線材の接合では、フィラメントごとの

接合の様子を調べることが困難であることから、途中から Bi2223 厚膜間の接合作製に
切り替えた。現在は厚膜試料の開発段階である。しかし、Bi2223 多芯線材間接合の作
製では Bi2223 仮笙粉末を含むスラリーの溶媒にエタノールと水を用いる方法により、
77 K で接合臨界電流 120 A以上の接合体が容易に得られるようになった。この方法は
上述の積層厚膜開発にも生かした。エタノールと水を溶媒としたスラリーは、銀箔や

線材上に塗布した場合、密着性が良く乾燥時に割れが生じにくいこと、ディップコー

ト法に適していることなどの点で従来のアルコール類のみを溶媒としたすらりーより

優れている。  
MgB2 多結晶体の材料高機能化研究では、MgB2 結晶の微細化と緻密な組織形成が臨

界電流特性改善に有効な指針となる。2023 年度に B 過剰組成から合成した MgB2を前

駆体への Mg の拡散反応によって安価なホウ素原料を用いても 20 Kの臨界電流密度が
106 A cm-2 を超える試料の作製に成功したが、磁場中の臨界電流特性が改善のために

2024 年度はホウ素サイトへの炭素置換を行い、ホウ素の 2％程度を炭素で置換するこ
とにより 15～20 K の臨界電流特性が改善することを見出した。一方、2022 年度から、
新規な微細ホウ素原料の開発を東ソー社と共同で始め、2023 年度以降、高純度、低酸
素含有量の B 原料を用いた MgB2バルク作製を進めている。2024 年度の主な成果とし
ては、本焼成前に低温熱処理過程（700°C, 48 h）を加えることによって、共存 MgO の
形態や分布が変化し、磁場中の臨界電流密度が向上することの発見が挙げられる。こ

の方法で得られた MgB2 バルクは 15 K で 3 T まで 105 A cm-2以上の臨界電流密度を示

し、これは日立社で開発中の医療用 MRI に求められる材料特性を満たすものである。
このほか TiB2を添加した MgB2バルクの作製も行い、TiB2添加による系統的な臨界電

流特性の改善を認めた。  
 
１. ３ 今後の課題 

RE123 系溶融凝固バルクの新作製法（SDMG 法）は、開発後 5 年経った今もなお結
晶育成プロセスや後熱処理過程の最適化によって、臨界電流特性、捕捉磁場特性、およ

び均質性が着実に向上しており、大型化技術も蓄積されつつあるなか、工業技術とす

るための歩留まりを高める工程の確立が求められている。今後も、従来法（TSMG 法）
で実績ある日本製鉄社、セラミックスメーカーであるティーイーピー社の協力を得て、

原料や工程の検討を重ねていく予定である。さらに、本方法の RE123 バルクにおける
有効なピンニングセンター導入による臨界電流密度の向上を通じた小型強力磁石の開

発も依然としてインパクトの大きな研究課題であり、次年度以降捕捉磁場の記録にも

挑戦したい。  
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Bi2223 積層厚膜型材料開発は取り組み始めたばかりであるが、早期に Bi2223 多芯線
材の性能に追いつくことによって、Bi2223 材料再興のきっかけとなる高機能材料創製
を目指す。  

MgB2に関しては、東ソー社と共同で 2025 年度以降も新規 B 原料の開発を継続して
行い、実用材料への適用に向けて、臨界電流特性を指標とした高品質化を進める。ま

た、低温熱処理過程が微細組織に劇的な影響を与えていることから、そのメカニズム

の解明と臨界電流特性改善に向けた熱処理プロセスの最適化を進める必要がある。前

熱処理粉末は長尺線材の原料としての利用も可能であるため、線材作製および線材と

しての臨界電流特性の評価も進めていきたい。  
 
論文リスト 
１．原著論文 

 J. Shimoyama and T. Motoki, "Current Status of High Temperature Superconducting 
Materials and their Various Applications," IEEJ Trans. Electrical & Electronic Eng. 19 
(2024) 292-304. 

 M. Dogruer, T. Motoki, M. Semba, S. Nakamura, J. Shimoyama, "Mechanical properties 
of Ag-added DyBa2Cu3Oy superconducting melt-textured bulks prepared by the single-
direction melt growth method,"  Mater. Today Commun. 39 (2024) 108605. 

 T. Motoki and J. Shimoyama, "Excellent field–trapping properties of large ring–shaped 
REBCO melt–textured bulks fabricated by the single–direction melt growth (SDMG) 
method", Supercond. Sci. Technol. 37 (2024) 115019. 

 
２．国際会議プロシーディング 

 T. Motoki, T. Kii, J. Shimoyama, "Temperature-Dependent Trapped Magnetic Fields for 
REBa2Cu3Oy (RE : Y, Dy) Melt-Textured Bulks Prepared Using the Single-Direction Melt 
Growth Method," IEEE Trans. Appl. Supercond. 35 (2025) 6800305. 
 

３．受賞等 

 元木 貴則 低温工学・超電導学会 令和 6 年度奨励賞（2024.5）  
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 松下哲哉  電気学会 A 部門研究会 優秀論文発表賞（2024.10）  
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トポロジカル材料系における特異な電磁場応答の研究 

 

研究代表者 物理科学科 教授 古川 信夫 

研究分担者 物理科学科 助教 廣澤 智紀 

 

 

１.１ 研究目的 

本研究では、トポロジカル材料系における特異な電磁波応答の解明を行う。トポロ

ジカル材料系とは、波動関数や磁気構造などにトポロジー数を定義することができる

系において、熱平衡状態または励起状態において非自明なトポロジー数を取り得るも

のを指しており、量子ホール系、キタエフスピン液体系やスカーミオン系などがその

代表例である。これらの系において、トポロジー構造に由来する電磁場応答の理論を

発展させ、磁気光学応答や非従来型の非線形応答（巨大応答）の予言・発見を目指す。

トポロジカル絶縁体やトポロジカル超伝導体のエッジ状態に対する局所電磁波応答を

調べ、量子状態の検知や制御手法の確立を目指す。さらに、電磁波による周期的変調が

生み出すフロケ状態を生成することによって、新規トポロジカル相転移・トポロジカ

ル非平衡定常状態を作成し、これらの系における電磁波により誘起された諸物性を理

論的に明らかにする。 

 

１.２ 進捗状況及び成果  

1）密度行列の置換不変部分が持つ量子情報量についての数値手法の開発および量子相

の調査 

波動関数の持つトポロジー数で定義される量子状態は、波動関数が直接観測できな

いものであるがため、観測可能量による間接的な指標で区別せざるを得ないなどの問

題があった。近年、このような量子状態は観測可能量である密度行列で表せる点に注

目し、電磁場応答などの実験的手段で密度行列を測定する量子状態トモグラフィーに

ついて盛んに研究が為されている。さらに、この密度行列から導かれる量子情報量（ 

フォンノイマンエントロピーなど）を指標に量子相を識別しようという試みが提案さ

れている。 

このような量子情報量をトポロジカル物質系に対して適用する上での問題点は、そ

の計算量（実験系で実測する上では測定回数）が系のサイズに対して指数関数的に増

大してしまう点にある。本研究では、密度行列の置換不変部分Π(ρ)に着目し、これを

元に比較的少ない計算コストによって量子情報量を求める計算手法を開発した。この

手法を用いて、この量が様々な量子相においてどのような振る舞いを見せるかを調べ、、

またこの置換不変部分の持つ量子情報量の性質そのものについても解明を行った。こ

の研究をきっかけとして量子物性論と量子情報理論の融合からもたらされる様々な可

能性について、多方面から学際的な関心が持たれている。 
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２）電磁波による磁気スカーミオンの駆動 

磁性体におけるスカーミオンはトポロジカルに保護された磁気構造であるため、熱・

磁場揺らぎなどの外部擾乱に対してロバストであり、ナノスケールの磁気メモリとし

ての応用が期待されている。実際にデバイスとして使用するためには、スカーミオン

の生成および消滅（データ書き込み）、スカーミオンの移動および計測（データ読み出

し）の技術が必要である。本研究ではスカーミオンの移動についての研究を行った。 

 従来は、スピントルクを用いた電流による駆動が提案されていたが、本研究では電

磁波によってスカーミオンを動かすことについての研究を行った。リボン状の磁性体

中にスカーミオンを置き、電磁波（振動磁場）を加えるとリボンの両端を節とするスピ

ン波の定在波が誘起され、これとの相互作用によってスカーミオンを駆動することが

出来ることを発見した。 

 

３）ハニカム格子上の電子系におけるレーザー駆動トポロジカル相転移の発現 

グラフェンに代表されるハニカム格子上の電子系は、ディラックコーン状のバンド

を持つためトポロジカル相転移を研究する上での格好の舞台である。たとえば、この

系に空間的に一様で時間的には周期性を持つ外場を加えるとバンドギャップが開くと

同時にチャーン数によって定義されるトポロジカル相へと転移することが知られてお

り、これはグラフェンに適切な強度および振動数を持つレーザーを照射することに対

応する。 

本研究では、空間的にも変調された周期的外場を加えた場合についてフロケ理論を

用いて解析を行った。この周期的外場によってバンドの半分にだけギャップが生じる

ためにトポロジカル相転移の臨界点直上を保ちながら状態を変化させることが見いだ

された。このため、この系はさらなる外場印可によってトポロジカル相転移を完成さ

せることが期待され、これに伴う特異な電場・磁場応答が発現することが予想される。 

 

１.３ 今後の課題 

長期的な課題としては、これらの得られた結果からトポロジカル系の普遍性を抽出

し、一般のトポロジカル系に対する包括的な解析をおこなうこと、トポロジカルに守

られた状態の検出・同定・制御技術を解明することである。これによって、様々なトポ

ロジカル系に波及可能な基盤研究の確立のみならず、電子光学素子・量子演算素子な

どに応用可能なロバストな素子の創生が期待される. 
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２）電磁波による磁気スカーミオンの駆動 

磁性体におけるスカーミオンはトポロジカルに保護された磁気構造であるため、熱・

磁場揺らぎなどの外部擾乱に対してロバストであり、ナノスケールの磁気メモリとし

ての応用が期待されている。実際にデバイスとして使用するためには、スカーミオン

の生成および消滅（データ書き込み）、スカーミオンの移動および計測（データ読み出

し）の技術が必要である。本研究ではスカーミオンの移動についての研究を行った。 

 従来は、スピントルクを用いた電流による駆動が提案されていたが、本研究では電

磁波によってスカーミオンを動かすことについての研究を行った。リボン状の磁性体

中にスカーミオンを置き、電磁波（振動磁場）を加えるとリボンの両端を節とするスピ

ン波の定在波が誘起され、これとの相互作用によってスカーミオンを駆動することが

出来ることを発見した。 

 

３）ハニカム格子上の電子系におけるレーザー駆動トポロジカル相転移の発現 

グラフェンに代表されるハニカム格子上の電子系は、ディラックコーン状のバンド

を持つためトポロジカル相転移を研究する上での格好の舞台である。たとえば、この

系に空間的に一様で時間的には周期性を持つ外場を加えるとバンドギャップが開くと

同時にチャーン数によって定義されるトポロジカル相へと転移することが知られてお

り、これはグラフェンに適切な強度および振動数を持つレーザーを照射することに対

応する。 

本研究では、空間的にも変調された周期的外場を加えた場合についてフロケ理論を

用いて解析を行った。この周期的外場によってバンドの半分にだけギャップが生じる

ためにトポロジカル相転移の臨界点直上を保ちながら状態を変化させることが見いだ

された。このため、この系はさらなる外場印可によってトポロジカル相転移を完成さ

せることが期待され、これに伴う特異な電場・磁場応答が発現することが予想される。 

 

１.３ 今後の課題 

長期的な課題としては、これらの得られた結果からトポロジカル系の普遍性を抽出

し、一般のトポロジカル系に対する包括的な解析をおこなうこと、トポロジカルに守

られた状態の検出・同定・制御技術を解明することである。これによって、様々なトポ

ロジカル系に波及可能な基盤研究の確立のみならず、電子光学素子・量子演算素子な

どに応用可能なロバストな素子の創生が期待される. 
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冷却 Rb Rydberg 原子が自発的に形成する分子状態の検出 

及び分子生成のためのマイクロアトムトラップの導入 
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１.１ 研究目的 

 近年、極低温 (~ 150 μK) かつ高密度 (~ 1011 atoms/cm3) に冷却された原子ガスを主
量子数 n が大きい Rydberg（リュードベリ）状態に励起した、いわゆる冷却 Rydberg 原
子ガス系  [1,2] を対象に、𝑛𝑛4  に比例して生じる巨大な双極子 -双極子  (d-d) 相互作用
に起因した物理現象に関する様々な理論・実験研究が報告されている。例えば、Rydberg 
Blockade 効果、即ち d-d 相互作用による Rydberg 原子のエネルギーシフトを利用した
CNOT ゲートの実験的検証  [3,4] 、Rydberg 原子と基底原子の電子の散乱に起因してで
きるチョウ型或いは三葉虫型の波動関数を持つ巨大冷却 Rydberg 分子  [5,6]、冷却
Rydberg 原子ガスが Coulomb Explosion に類似の現象を起こす van der Waals (vdW) 
Explosion [7] などがその例であった。  
 前 CAT プロジェクト研究「冷却 Rb 原子ガス中に生成される分子状態の検出」では、
特に、冷却 Rydberg 原子ガスに顕著に現れる量子多体効果の一例である、自発生成分
子・クラスター構造に着目した。具体的には分子・クラスター構造を実験的に検出し、

ひいては自発生成のメカニズムを理解することを目指して行われ、いくつかの新しい

データを系統的に取得することができた。にもかかわらず、この類の実験研究例は、

我々が知る限り例えば Gallagher らによる原子対  (2 原子分子 ) を形成する冷却  
Rydberg 原子のマイクロ波検出実験  [8,9] 、Pillet らによる Stark 効果を利用した 3 原
子 Rydberg 分子検出実験 [10-12] などの数例が挙げられる状況であり、本現象を十分
に理解するに足るデータの蓄積は有意義な実験課題の一つである。  
 この様な背景の下、前 CAT プロジェクト研究を更に発展させ、同時に分子・クラス
ター状態生成条件を精密制御するための実験システム、いわゆるマイクロアトムトラ

ップ（或いは光ピンセットトラップ等）[13,14] を導入することを目的として行う。前
者では、これまでに得られたデータに見出された物理的に興味深い点を更に追及する。

具体的には、隣接する  Rydberg 原子同士に共鳴条件が満たされた場合、d-d 相互作用
に基づき原子間に非放射エネルギー移動が誘起される、いわゆる Förster 共鳴エネルギ
ー移行（FRET）現象  [1,2] に着目し、その更なる系統的観測を重点課題としている。
付加的に、多体量子効果が極めて特徴的に発現する Rb 原子ガスセルを用いた実験も並
行して行うことで、双方から多体量子系に発現する多体量子物理の理解を目指した。  
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１.１ 研究目的 
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Rydberg 原子ガスが Coulomb Explosion に類似の現象を起こす van der Waals (vdW) 
Explosion [7] などがその例であった。  
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特に、冷却 Rydberg 原子ガスに顕著に現れる量子多体効果の一例である、自発生成分
子・クラスター構造に着目した。具体的には分子・クラスター構造を実験的に検出し、

ひいては自発生成のメカニズムを理解することを目指して行われ、いくつかの新しい

データを系統的に取得することができた。にもかかわらず、この類の実験研究例は、

我々が知る限り例えば Gallagher らによる原子対  (2 原子分子 ) を形成する冷却  
Rydberg 原子のマイクロ波検出実験  [8,9] 、Pillet らによる Stark 効果を利用した 3 原
子 Rydberg 分子検出実験 [10-12] などの数例が挙げられる状況であり、本現象を十分
に理解するに足るデータの蓄積は有意義な実験課題の一つである。  
 この様な背景の下、前 CAT プロジェクト研究を更に発展させ、同時に分子・クラス
ター状態生成条件を精密制御するための実験システム、いわゆるマイクロアトムトラ

ップ（或いは光ピンセットトラップ等）[13,14] を導入することを目的として行う。前
者では、これまでに得られたデータに見出された物理的に興味深い点を更に追及する。

具体的には、隣接する  Rydberg 原子同士に共鳴条件が満たされた場合、d-d 相互作用
に基づき原子間に非放射エネルギー移動が誘起される、いわゆる Förster 共鳴エネルギ
ー移行（FRET）現象  [1,2] に着目し、その更なる系統的観測を重点課題としている。
付加的に、多体量子効果が極めて特徴的に発現する Rb 原子ガスセルを用いた実験も並
行して行うことで、双方から多体量子系に発現する多体量子物理の理解を目指した。  
 

 一方後者では、一つ一つの冷却  Rydberg 原子を超高真空中に配列させ、それにより
分子生成条件を精密制御するための装置、いわゆるマイクロアトムトラップの作成を

目論む。この種の実験装置は精密量子制御実験において非常に強力であることが知ら

れており、本研究への導入を目指している。  
 

１.２ 進捗状況及び成果  

Förster 共鳴エネルギー移行（FRET）現象の観測実験の一環として、前プロジェクト
研究にて残された課題の一つであった、Stark 電場とマイクロ波（MW）の双方を利用
することで、極めて高い角運動量をもつ（high-l）Rydberg 状態が関与していると考え
られる MW 吸収スペクトルの観測を系統的に行った。high-l Rydberg 原子は新奇な分子
状態の生成に積極的に関与することが示唆されている [15]。目下、得られたデータの
解析を行っている最中である。その他、いくつかの条件下で Rb 原子ガスセルに 6p → 
6s → 5p → 5s 超蛍光カスケードを誘起し、6s → 5p 超蛍光の偏光特性を重点的に、その
他種々の光学パラメタの精密測定を行った。  
一方、MOT 中に冷却・トラップされた中性 Rb 原子を任意配列するために、我々は

Nogrette らの論文 [13] を参考に装置の作成を開始した。装置は大別して  MOT、Spatial 
Light Modulator（SLM: Hamamatsu Photonics, LCOS-SLM X15213-12), 高出力 960 nm ダ
イオードレーザーシステム、及び超高感度カメラ（Hamamatsu Photonics, qCOMS 
C15550-22UP）、それらを結合する光学系から成る。今年度は SLM 及び qCMOS カメラ
の動作特性や検出感度等を調べた  [16, 17]。また、SLM を駆動するために必要な計算

機ホログラムを作成するための Gerchberg-Saxton アルゴリズムの実装を試みた  [17]。  
本実験では Rb原子の冷却・リポンプを 780 nmのダイオードレーザーを用いて行い、

well-defined な Rydberg 状態への励起には高スペクトル分解能 480 nm レーザーを利用
する。480 nm を基本波として発振するレーザーダイオードは市販されていないため、
本実験では  960 nm 外部共振器型ダイオードレーザーの出力をテーパアンプにて増幅
して取り出し、SHG 結晶を利用することで 480 nm 光を生成することを行っている。
ただし、この様にして生成された 480 nm 光のパワーは  Rydberg 原子生成には足りず、
480 nm 光の増幅システムの構築を試みた  [18]。  
 

１.３ 今後の課題 

Stark 電場及び MW を利用して誘起される FRET 現象は、high-l 状態を選択的に励起
する可能性のある方法として興味深い方法であり、今後の実験課題である。その先に

は、l = |m| = n - 1 である様な状態、いわゆる Circular（或いは Giant）Rydberg 状態に
原子を励起する新しい手法を開発することを念頭におく。この特異な状態は量子情報

処理や量子シミュレーションに重要な役割を果たすことが知られている  [19]。これら
を遂行するためには  well-defined な  Rydberg 状態を励起する必要があり、このために
は高出力 480-nm の開発が喫緊の課題である。  
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また、その遷移確率がおおよそ原子間距離の 3 乗に逆比例する FRET では、原子を
任意配列することが実験的に重要な鍵を握る。今後、Micro atom trap を出来るだけ速
やかに立ち上げることも今後の課題である。  
ガスセル中に閉じ込められた Rb 原子の超放射実験について、これまでセル中に励

起していた始状態（6p 状態）を、他の np（n ≥ 7）始状態にした場合の観測を試みる。
多体量子系物理の理解を進める他、近赤外から中赤外に渡る波長領域におけるコヒー

レント光源としての可能性を検討する。  
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１.１ 研究目的 

本研究は、半導体ベースのナノポアを用いた DNA の一分子検出の精度向上と応用可

能性の探求を目的としている。特に、ポアの形状、DNA と半導体材料表面の相互作用、

イオン溶液種による DNA ダイナミクスの違い、および粘性による DNA の進入速度の変

化を解明し、ナノスケール環境における DNA の動態を定量的に解析することで、ナノ

ポアセンサーの実用化に向けた基盤を築く。 

 

また、細胞研究においては、ソフトマテリアルを用いた細胞培養系の構築と、物理的

刺激が心筋細胞のダイナミクスに及ぼす影響の解析を行う。さらに、OCT を用いた胚発

生の直接観測により、心臓の形態変化を経時的に記録することを目指す。これらの研

究成果を通じて、再生医療や心臓疾患のメカニズム解明に貢献することを目的とする。 

 

１.２ 進捗状況及び成果  

ナノポアを通過する DNA の物理的ダイナミクスを蛍光顕微鏡で観測し、その動態を

有限要素法によるシミュレーションと比較することで、SiN 表面の電荷特性や DNA の

正味の電荷量といった、通常は直接測定が困難なパラメータを評価することを目的と

している。これまでに、CAT 研究プロジェクトの一環として、日立ハイテクの 3050FIB

を用いたナノポアの作製を進め、円筒形のポアに加え、アスペクト比 1:1 から 1:20 の

スリット状ポアを作成し、それらの構造が DNA の泳動に与える影響を解析した。特に

本年度の研究では、PEG の分子量や濃度を変化させることで電解液の粘性を制御し、

DNA のポアやスリット通過速度の低下を試みた。その結果、観測された時間スケールで

は統計的に有意な速度変化は確認されなかったものの、副次的な効果として、DNA のポ

ア詰まりの確率が低下する傾向が見られた。この結果は、ナノポアの実用化において

重要な知見となる可能性がある。 

 

心筋細胞の研究では、心筋細胞と線維芽細胞の共培養系を用いて、細胞が表面の溝

内で集合体を形成する過程を実験的に再現した。線維芽細胞がパイロット細胞として

先に表面を埋め、その後、拍動する心筋細胞がその上を覆うことで、拍動の同期化が観

測された。また、心筋細胞と線維芽細胞による一次元的な細胞集合体にメカニカル刺
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激を与え、応答と自律拍動のリズムの変化を観測する実験では、フィードバック機構

を付加することで、刺激のタイミングを自律拍動の位相に基づいて制御することに成

功した。さらに、長期間の刺激によって細胞集合体に生物学的な変化が生じることも

明らかとなった。その結果、刺激を用いた集合体内のペースメーカー位置の人為的変

更が可能であることがわかった。 

 

鶏胚の OCT によるトモグラフィー観測では、鶏胚の殻外観測により、心臓の形成過

程の観測に成功した。観察した胚は、自然発生と同程度の確率で成長を遂げた。さら

に、エタノールや超音波が胚発生および心臓形成過程に与える影響を調査し、これら

の要因が心臓の拍動間隔、胚発生、心臓の形態形成に影響を及ぼすことを確認した。 

 

１.３ 今後の課題 

次年度は、PEG による粘性環境下での DNA のポア通過について統計的解析を進め、ポ

ア詰まりの確率低減に関する定量的評価を行う。また、ポア形状のさらなる最適化や

電解液環境の調整を行い、DNA 通過ダイナミクスの制御手法の確立を目指す。 

 

細胞研究に関しては、人為的に形成された細胞集合体について、異種細胞の比率や

細胞の特性を生命科学的に解析する。また、OCT を用いた心臓胚の成長観察において、

エタノール添加による心臓の動態変化を三次元的に解析する予定である。さらに、超

音波照射が心臓形成に及ぼす影響について、形成過程における超音波に対する感受性

の時期と心疾患発生との関連性を調査する。将来的には、超音波を用いた心疾患治療

の可能性についても検討を進める。 

 

論文リスト 

１．原著論文 

なし 

 

２．国際会議プロシーディング 

• Yunosuke Fuji, Shin Tkano, Takuma Yoshinaga, Yuuta Moriyama, Toshiyuki Mitsui, Direct 
observation of a single DNA molecule responding for the AC electric field and different 
physical environment, the 21st IUPAB  (International Union of Pure and Applied 
Biophysics) June 24-28, 2024 | Kyoto, 27P-113 

• Arata Nagai, Kaito Kojima, Hiromu Kuwabara, Yuuta Moriyama, Toshiyuki Mitsui , The 
mechanical properties of fibroblasts in co-culture system, the 21st IUPAB (International 
Union of Pure and Applied Biophysics) June 24-28, 2024 | Kyoto, 27P-118 

 

３．受賞等 

なし 
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無機薄膜の高次構造制御による高度な機能の発現 
 

研究代表者 機能物質創成コース  教授  重里有三 

 研究分担者 化学・生命科学科   助教  金 旼奭 

 

(1) p-type Cu2O films deposited by RF sputtering using Cu or Cu2O targets  
Copper(I) oxide (Cu2O) is a promising candidate as a non-toxic and abundantly 

available natural p-type oxide semiconductor with a direct band gap. In this study, 
Cu2O thin films were deposited by RF magnetron sputtering using Cu metal or 
Cu2O targets, aiming to develop the oxide pn junction, where their electrical and 
optical properties were analyzed in detail. 
At first Cu2O films were deposited on alkali free glass (AN100) by reactive RF 

magnetron sputtering using a Cu metal target. Ar, O2 and N2 gases were used 
as sputtering and reactive gases. In the case of using a Cu metal target, the 
oxygen flow ratio {fO2 : O2/(O2+Ar)} was varied from 0 % to 30 % to deposit CuOx 
films. As for N-doped Cu2O depositions, additionally N2 gas was introduced with 
flowed ratio varied from 2 to 5 %, where the reproducibility of the electrical 
properties of the films were found to correlate strongly with the attained vacuum 
pressure. 
  Figures 1, 2 and 3 show the XRD, Raman scattering, and optical band gap 

(Eopt), respectively, for the films 
deposited with fO2 of 0-30%. The XRD 
peaks corresponding to Cu2O are 
observed at fO2 of 10-13 %, whereas 
Raman spectra of the films at fO2 of 9-
10% showed Cu2O. Eopt for the films of 
fO2 of 9-15 % are in good agreement 
with the Cu2O band gap energy of 2.5 
eV. The N-doped Cu2O were 
deposited at around FO2 of 10% with 
the optimized N2 introduction. The 
Cu2O films were also deposited using 
a Cu2O target. The structural, 
electrical, and device properties were 
investigated in detail.  
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(2) Independent control of the valence band maximum and conduction band 
minimum of amorphous Cd–In–Ga–O thin film by adjustment of Cd and 
Ga concentration 

The development of heterojunction semiconductor devices requires a 

comprehensive understanding and precise control of their band gap, electrical 

properties, and band structure, among others. In this study, we aim to control 

the valence band maximum (VBM) and conduction band minimum (CBM) of 

amorphous oxide semiconductors (AOSs) independently by using the 

amorphous Cd-In-Ga-O  (a-CIGO) system. n-Type a-CIGO thin films were 

fabricated by RF magnetron sputtering on silica glass substrates at room 

temperature. The ionization potential (IP) and 

electron affinity (EA) of these films were 

systematically investigated using a 

combination of ultraviolet photoelectron 

spectroscopy (UPS) and inverse photoelectron 

spectroscopy (IPES). By varying the 

CdO:In2O3 molar ratio in the sputtering targets, 

precise control of the VBM was achieved 

without shifting the CBM, resulting in an upshift 

of the VBM with increasing Cd concentration as 

shown in Fig. 1(a). In addition, modulation of 

the CBM without the VBM shift was achieved 

by adjusting the In2O3:Ga2O3 molar ratio, as 

shown in Fig. 1(b). These results contribute to 

a deeper understanding of the electronic 

properties of not only of a-CIGO thin films, but also of any other AOSs. Also, 

Optical band gap, mobilities, and carrier concentrations are ~3.1 eV, ~ 10 cm2V-

1s-1, and ~ 1020 cm-3 , respectively. This study facilitates the design and 

optimization of oxide semiconductor devices for various applications.  

 

 

 

 
Fig. 1 (a) The UPS-IPES spectra of 
a-CIO films with different Cd 
concentrations. (b) Comparison of 
a-CIO and a-CIGO films. 
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Jia, Y. Shigesato, Submitted to Solar Energy Materials and Solar Cells,  271 (2024) 112872.    
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Yuzo Shigesato,“High-performance very-thin thermochromic VO2 films deposited by magnetron 
sputtering”, FC02 International Forum on Frontiers of Energy Materials and Interdisciplinary 
Materials, Chinese Materials Conference 2024 and World Materials Conference 2024 (CMC2024 
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conduction band minimum of amorphous Cd-In-Ga-O thin film by adjustment of Cd and 
Ga concentration Transparent Conductive Oxides–Fundamentals and Applications 
(TCO2024), Germany, Leipzig TCO2024 (2024.09.23-27). 
 
D. Miyagi, M. Kim, Y. Nohara, Y. Oguchi, S.Inoue, R. Nakazawa, I. Tamai, Y. Maeyama, 
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yield spectroscopy Transparent Conductive Oxides–Fundamentals and Applications 
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（国内学会発表） 

・「調光ミラー薄膜の水素化・脱水素化反応による熱スイッチの開発」、重里有三、水素

化学技術連携研究会前期研究会（水素化学技術連携研究会）、2024.6.26-28（6/26）、山

梨県立図書館。  
 
・「高圧における水素化マグネシウム系固体水素貯蔵材の第一原理熱伝導解析」、志賀
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45th Japan Symposium on Thermophysical Properties）, October 28-30, 2024, Nagaoka. 
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導率の変化（Ⅱ）水素導入反応性スパッタによる SmHx 膜の直接成膜」, 上野美紀、山
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小口有希、八木貴志、竹歳尚之、重里有三、B221，第 45 回日本熱物性シンポジウム（The 
45th Japan Symposium on Thermophysical Properties）, October 28-30, 2024, Nagaoka. 
 
・「反応性スパッタで成膜した Pd 担持水素化ガドリニウム（GdHx）薄膜の電気化学的
な水素化・脱水素化反応に伴う熱特性変化」、高橋七瀬、山下雄一郎、キムミンソク、

小口有希、八木貴志、竹歳尚之、重里有三、B222，第 45 回日本熱物性シンポジウム（The 
45th Japan Symposium on Thermophysical Properties）, October 28-30, 2024, Nagaoka. 
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動物を用いた高次生体機能の解析 

 

研究代表者 化学・生命科学科 教授 平田 普三 

研究分担者 化学・生命科学科 助教 和田 清二 

 

１.１ 研究目的  

てんかんは慢性的な脳の疾患であり、日本国内で約 100 万人、全世界では 5,000 万

人もの患者がいると推定されている。主な症状は「てんかん発作」と総称されるもの

で、突然の意識消失や筋肉の不随意な収縮・弛緩がみられ、これにより日常生活に支障

をきたすことが少なくない。発症の根本的な原因は、大脳にある神経細胞の異常な興

奮状態にある。どの脳領域で異常な神経活動が発生するか、また発症時期や症状の違

いによって、てんかんは多くの種類に分類される。てんかんは、その発症要因により大

きく遺伝性と孤発性に分けられる。遺伝性てんかんの中には、発症の原因となる特定

の遺伝子が明らかになり、発症メカニズムが解明されているものがある。しかし一方

で、遺伝性であると考えられていても、その原因がまだ特定されていないケースも少

なくない。治療法としては、電位依存性ナトリウムチャネル阻害剤や GABA 受容体作動

薬など、神経活動を抑制する抗てんかん薬が使用されることが一般的である。しかし、

すべての患者に有効なわけではなく、既存の薬では発作を抑えられないタイプのてん

かんも存在する。特に難治性てんかんと呼ばれる種類は、治療が困難なだけでなく、重

篤な知的障害や運動障害を伴い、その影響が生涯続くケースもある。こうした背景か

ら、現在もてんかんの病態解明と治療法開発に向けた研究が進められている。その一

環として、研究チームは、K-Cl cotransporter 2 (KCC2) という塩化物イオン輸送体

をコードする SLC12A5 遺伝子が、「遊走性焦点発作を伴う乳児てんかん」の原因遺伝子

であることを明らかにした。そして、神経細胞内の塩化物イオン濃度の異常な上昇が

てんかん発作を引き起こすという新たな発症メカニズムを提唱した（Stödberg et al. 

Nat. Commun. 2015）。この SLC12A5 遺伝子は、脊椎動物の間で高度に保存されている。

「遊走性焦点発作を伴う乳児てんかん」の研究のために、SLC12A5 遺伝子を欠損させた

マウス（ノックアウトマウス）が作製されたが、これらの個体は出生直後に呼吸不全で

死亡してしまい、疾患モデルとしての活用が困難だった。そこで研究チームは、別のア

プローチとして、硬骨魚類に注目した。硬骨魚類は、進化の過程で遺伝子重複が起こっ

た結果、SLC12A5 遺伝子を 2 つ（slc12a5a, slc12a5b）持っている。この特性を活かし、

CRISPR/Cas9 技術を用いたゲノム編集によって、それぞれの遺伝子を破壊したゼブラフ

ィッシュ変異体（slc12a5a KO, slc12a5b KO）を作製した。その結果、どちらの遺伝

子を欠損してもゼブラフィッシュは成魚まで成長したが、slc12a5b KO の個体に強い

光刺激を与えると、てんかん発作を起こすことが発見された。これは、魚類の成体にお

いて初めて確立されたてんかんモデルであり、今後の研究に大きく貢献すると期待さ

れている。 
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CRISPR/Cas9 技術を用いたゲノム編集によって、それぞれの遺伝子を破壊したゼブラフ

ィッシュ変異体（slc12a5a KO, slc12a5b KO）を作製した。その結果、どちらの遺伝

子を欠損してもゼブラフィッシュは成魚まで成長したが、slc12a5b KO の個体に強い

光刺激を与えると、てんかん発作を起こすことが発見された。これは、魚類の成体にお

いて初めて確立されたてんかんモデルであり、今後の研究に大きく貢献すると期待さ

れている。 

１.２ 進捗状況及び成果  

ゼブラフィッシュ仔魚に赤色光の点滅を照射し、てんかん発作を誘導する実験を用

いて全脳活動イメージングを活用し、発作の発生状況を評価した。光点滅の前後にお

ける脳活動を GCaMP の緑色蛍光の変化として動画撮影し、その映像に退色補正を適用

した上で、脳領域ごとに各フレームのシグナル強度を定量化し、時間経過に沿って解

析する方法を採用し、赤色光点滅の前後での脳活動の変化を、脳領域ごとに評価して

いる。slc12a5 変異体（正確には slc12a5a-slc12a5b 二重変異体）の脳活動は振幅が高

く、長時間持続するが、scn1la 変異体（正確には scn1laa-scn1lab 二重変異体）は振

幅が小さく、持続時間も短い傾向が見られた。 

ゼブラフィッシュは遺伝的な純系あるいは近交系として使いやすいものがなかった

ので、AB 由来系統で近交系を作出する研究に参画し、最終的に 50 世代以上の兄妹交配

で得られた M-AB のゲノム解析を行った。M-AB のゲノムは高度にホモ化されており、兄

妹交配が確かに繰り返されたことが確認された。ゲノムに残るヘテロ領域はいくつか

の領域で集中したが、それは致死バリアントや致死までいかなくとも生存に影響しう

るバリアントが対立染色体間で交互に存在する可能性を示唆している。M-AB 系統の３

個体に共通してホモ化されたゲノム領域で、かつ遺伝子破壊になりうる SNP をリスト

アップしたところ、いくつかの遺伝子が M-AB で破壊されている可能性が示唆され、こ

れらの変異の部位とタイプを明らかにした。また、M-AB はアンチセンスモルフォリノ

のインジェクションや CRISPR によるゲノム編集、また Tol2 トランスポゾンを用いた

遺伝子組換え系統の作出において生存率が低くないことが確認され、極めて有用な近

交系となることがわかった。 

神経発達に障害のある日本人患者で新規の PIG-K 遺伝子バリアントが見つかり、こ

のバリアントが疾患の原因であることを示すため、ゼブラフィッシュ PIGK 変異体を用

いたレスキュー実験を行った。ゼブラフィッシュ PIGK 変異体にヒト正常型 PIG-K mRNA

をインジェクションして正常型 PIG-K を発現させると、PIGK 変異体に特徴的な感覚運

動の異常は低下した。一方、ゼブラフィッシュ PIGK 変異体に当該患者で発見されたバ

リアントをもつヒト変異型 PIG-K mRNA をインジェクションして変異型 PIG-K を発現さ

せると、感覚運動の異常が確認された。このことから、日本人患者で新規に発見された

PIG-K 遺伝子のバリアントは疾患の原因変異であることがわかった。また、ゼブラフィ

ッシュ PIGK 変異体を用いた解析から、電位依存性ナトリウムチャネルの機能が低下し

ていることがわかり、PIG-K 異常が神経発達障害を引き起こす過程で電位依存性ナトリ

ウムチャネルの機能低下が起きている可能性が示唆された。これらの結果は全身の細

胞でユビキタスに機能する GPI アンカータンパク質の生合成酵素のサブユニットの１

つである PIG-K が神経障害という特異的な病態を引き起こす機序を説明するものであ

る。 
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１.３ 今後の課題 

野生型ゼブラフィッシュを含め、変異体仔魚の行動における波長応答性を調べる研

究から、多くの異なる波長の光に対してゼブラフィッシュの行動量が変化するという

知見を得ており、光に対する応答には光受容分子の関与が不可欠であるが、これらの

分子メカニズムを明らかにするための研究を進める予定である。 
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屋内環境用高効率ペロブスカイト太陽電池の開発 

 

研究代表者 電気電子工学科 教授 石河 泰明 

研究分担者 電気電子工学科 助教 來福  至 

 

 

１.１ 研究目的 

太陽光発電は世界的に普及が進んでおり、最も安く電気を生み出すことができる

技術・産業に発展してきている。再生可能エネルギーの中でも太陽光発電は基幹エネ

ルギーとして成長してきており、今後、基幹エネルギーとしての役割を果たすための

技術開発が重要となっている。一方、メガソーラーなどの大規模な太陽光発電の発展

だけでなく、設置面積の限られている環境に設置を目指す高効率太陽電池の開発や、

屋外ではなく屋内光を有効利用する太陽電池の開発など、様々な用途に合わせた太陽

電池の開発が展開されている。 

屋内光の有効利用は IoT デバイスの電源としても利用でき横展開が期待できるこ

とから、高い注目を集めているが、屋内環境は照射強度が屋外に比べて数百分の１程

度と低く、また光スペクトルも屋外光と異なるため、屋外用途と同様な材料・太陽電池

構造では高効率化が困難であり、屋内環境下での高効率化に向けた個別材料・素子構

造研究が重要である。本研究では、屋内環境で利用することを目的としたペロブスカ

イト太陽電池の材料および素子構造を設計し、実証を目指す。 

 

１.２ 進捗状況及び成果  

ペロブスカイト太陽電池を構

成する電子輸送層および正孔輸送

層において、屋内環境のような低照

度条件下での電子物性が素子特性

に与える影響が強いことがこれま

での研究で判明している。そこで、

まず電子輸送層に注目し、低照度環

境下での特性変化を検討した。 

屋外環境用として開発されて

いるペロブスカイト太陽電池の電

子輸送層には、TiO2 や SnO2 が利用

されている。当研究においても同程

度の膜厚で上記材料による電子輸

送層を形成し太陽電池を作製した

ところ、屋外環境下での特性に顕著

 
図 1 光照射強度が電子輸送層のキャリア輸送
抵抗に与える影響  
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図 1 光照射強度が電子輸送層のキャリア輸送
抵抗に与える影響  

な違いは見られなかった。しかし、低照度環境では、素子特性の大きな違いが表れた。

そこで、電子輸送層のキャリア輸送抵抗を評価した。図 1 に評価結果を示す。縦軸の

R2 は、太陽電池のインピーダンス測定から推定される電子輸送層のキャリア輸送抵抗

を示している。光照射強度を低下させると、TiO2 を用いた太陽電池では急激な抵抗増

加が確認された。一方、SnO2を用いた太陽電池では抵抗値の増加が大きく抑制された。

本抵抗は、素子に対して直列接続される成分となるため、低い抵抗値が望ましい。即

ち、低照度環境下では SnO2を電子輸送層として利用した方が高効率となることが判明

した。 

ペロブスカイト太陽電池で

は、正孔輸送層として Spiro-

OMeTAD のような有機半導体が一

般的には利用されているが、高価

であり、また水分などの影響によ

り特性劣化しやすい。そのため、

無機半導体への代替による安定

性向上が注目されている。正孔輸

送する P 型の無機半導体として

NiOxが広く検討されているが、低

照度環境下での検証はされてい

ない。そこで NiOx の低照度環境

下での影響を検討するべく、NiOx薄膜形成を試みた。 

FTO（F-doped Tin Oxide）をコーティングしたガラス基板上に NiOxを形成した。

形成する際の焼成温度を変更し、NiOxとしての結晶性変化を X線回折測定（θ‐2θ法）

で検証した。図 2 に焼成温度が NiOx 薄膜の結晶性に与える影響を示す。300℃および

500℃で焼成しても結晶性に大きな影響は見られなかった。XRD パターンだけでなく半

値幅も大きな変化はなく、300℃の焼成においても結晶性 NiOx薄膜が形成できることが

判明した。今後、ペロブスカイト太陽電池に実装し素子特性評価を試みる。 

 

１.３ 今後の課題 

屋内環境に適した電子輸送層材料を用いたペロブスカイト太陽電池の作製を試み、

現在のところ、30％程度の変換効率が実現している。今後、電子輸送層材料の物性条件

を更に検証することで、より高効率な太陽電池特性を目指す。また、今回開発した NiOx

を用いたペロブスカイト太陽電池の評価を進め、屋内環境下で利用可能か検証する。

加えて、屋内環境光に適したバンドギャップを有するペロブスカイト光吸収層の開発、

およびその材料に適合する電子輸送層の伝導帯エネルギー準位調整が必要であり、今

後検討を進める予定である。 

 

 

 
図 2 焼成温度が NiOx薄膜の結晶性に与える影響 
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研究代表者 電気電子工学科 教授 黄  晋二 
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１.１ 研究目的 

グラフェン、カーボンナノチューブなどのナノカーボン材料は、特異な物性を有す

ることから、その発見から今日まで精力的な研究が展開されてきている。しかしなが

ら、現状でナノカーボン材料を用いたデバイスの実用化には至っていない。本研究で

は、これらのナノカーボン材料の薄膜に注目し、実用的なデバイスに応用可能な薄膜

を作製するための技術（CVD 成長及びインク印刷）を確立することを目的としている。
また、これらのナノカーボン薄膜を用いて作製したデバイスの動作実証と特性評価を

通して、各デバイス応用に適した薄膜材料の性質を明らかにし、デバイス性能を最大

限に高めることを目的としている。  
 
１.２ 進捗状況及び成果  
以下、研究項目に分けて進捗状況を報告する。  

 
研研究究項項目目 1：：ググララフフェェンン透透明明導導電電膜膜ののママイイククロロ波波帯帯デデババイイススへへのの応応用用  
優れた導電性と高い透明性を持つグラフェンについて、TCF (transparent conductive 

film) としての種々の応用検討が行われている。積層やキャリアドーピングにより、透
明性を維持して導電性を向上させたグラフェンを用いて、ミリ波帯における伝送線路
[1]やアンテナの放射素子としての性能評価を行った。本研究では、種々グラフェンの電

波透過特性を評価することで、EMI (electromagnetic interference) シールド応用の可能
性を探索した。3 層積層とドーピングを用いて低抵抗化したグラフェンでは、光学的透
過率 90％を維持しながら電波透過率を 20％まで低減する EMI 特性を実証した。  

 
 

    

図 1：自由空間法用いた EMI 測定系の概略図 図 2：電波透過スペクトル  
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図 1：自由空間法用いた EMI 測定系の概略図 図 2：電波透過スペクトル  

研研究究項項目目２２：：ナナノノカカーーボボンン材材料料イインンククをを用用いいたた印印刷刷エエレレククトトロロニニククスス  
IoT (モノのインターネット) 機器に代表される次世代電気デバイスの普及に伴い、

フレキシブルなアンテナの需要が高まっている。電気伝導度やフレキシブル性、耐久

性、軽量性で優れた特性を有する SWCNT (単層カーボンナノチューブ) を導電性フィ
ラーとして用いたインクを印刷することで、簡便かつ再現性良くフレキシブルなアン

テナを作製し、そのアンテナ特性を評価した。本研究では、フレキシブル基板として一

般的に用いられる PET (polyethylene terephthalate) 基板上に SWCNTアンテナを作製し、
フレキシブルアンテナが実際に使用される際と同等の湾曲条件で、放射パターンと

Wheeler cap 法を用いた放射効率の測定を行った。SWCNT アンテナは湾曲の有無に関
わらず、金属 (Cu) アンテナに近しい放射パターンを描き、入力した電力と放射した電
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研研究究項項目目３３：：ググララフフェェンン透透明明電電極極のの電電気気化化学学発発光光分分析析応応用用  
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図 3： アンテナの放射パターン     表 1：アンテナの放射効率  
 

 
図 4：セルロース /グラフェン電極の測定結果  
(a) CV 曲線 (b) ECL 強度-電位曲線      

 
図 5：作製したチップ電極の写真  
電極間電圧 : (a) 0 V (b) 4.3 V 
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研研究究項項目目４４：：ググララフフェェンンをを用用いいたたフフィィルルムム型型エエレレククトトロロククロロミミッッククデデババイイススのの開開発発  
スマートウィンドウは、調光機能を備えた次世代の窓として注目されている。特に、フ

ィルム型のエレクトロクロミック（EC）デバイスを作製できれば、既存のガラスに貼り付
けるだけで簡単に調光機能を付与できる。本研究では、グラフェンとプルシアンブルー（PB）
を組み合わせたフィルム型 EC デバイスの開発を行った。  
乱層積層した二層グラフェンを PET 基板上に転写し、その上に PB を電着して EC 電極

を作製した。また、ポリフッ化ビニリデン（PVDF）膜を支持材としグラフェンを転写後、
PVDF 膜を通してグラフェン表面に Ag を電着し、対向電極とした。さらに、PVDF 膜をグ
リセリン/水混合液に含浸させることで透明化を図った。これら二つのグラフェン電極を光
学透明接着（OCA）フィルムで貼り合わせることで、フィルム型 EC デバイスを作製した
（図 6）。作製したデバイスに 1.3 V および−1.4 V の電圧を印加すると、PB の酸化・還元に
より可逆的な色変化が確認された。また、700 nm 付近に現れる吸収ピークが脱色時には消
失し、吸光度のサイクル試験においても劣化は見られなかった（図 7）。これにより、本デ
バイスが安定した透明導電膜として機能し、高い耐久性を有することが示された。  

 

 

１.３ 今後の課題 

2024 年度には、各研究項目について進展を得ることができたが、グラフェン透明
導電膜については、透明アンテナや透明電波シールドへの応用において更なる低抵抗

化が必須であり、2025 年度には、新規に導入している h-BN 膜や金属薄膜とのハイブ
リッド化などのアプローチから低抵抗化を実現させていきたい。併せて、得られた成

果の研究発表や論文投稿を積極的に進めて行く方針である。  
 

 

 

  

 
図 6：作製した EC デバイスの模式図  

 
図 7：(a) 着色/脱色時の可視吸収スペクトル  
(b) 吸収中心波長における吸光度サイクル  
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マルチフェーズワイヤレス送電システムの発展研究 

 

研究代表者 電気電子工学科 教授 松本 洋和 
研究分担者 電気電子工学科 助教 佐藤 佑樹 

 

 

 

１.１ 研究目的 

ワイヤレス送電技術はケーブルを接続することなく，電子機器を充電することがで

きる技術である。充電が簡便に行えるため，携帯電話の充電器として普及が進んでい

る。さまざまな企業や研究機関でより汎用性の高いワイヤレス送電技術の研究が進め

られているが，送受電間のコイルの位置ずれによる送電電力低下や効率低下の解消が

課題となっている。この課題に対応するため，複数の送電コイルからなるシステム(マ
ルチフェーズワイヤレス送電システム)が提案されているが，安定した送電動作で効
率よく送電できる制御手法がこれまでなかった。  
マルチ送電コイル最適制御(Multi-Coil Transmitter Optimal Control, MTOC)は当

研究室で提案されたマルチフェーズワイヤレス送電システムための制御手法である。

本制御を用いることにより，受電コイルの位置に依らず，より高い精度の定電力を最

大効率で送電することが可能である。本研究ではこれを平面型ワイヤレス送電システ

ムと球体型ワイヤレス送電システムに適用し，その動作検証を行うことを目的として

いる。  
 

１.２ 進捗状況及び成果  

１.２.１ 平面型ワイヤレス送電システム 

平面型ワイヤレス送電システムは，送電部が複数のコイルを平面上に密に並べた構

造を有する。この構造により，受電コイルの位置に依らず，ある程度安定した電力を送

電することが可能であるが，受電コイルが傾いたり，垂直方向に位置ずれした場合は

送電電力の変動は避けられない。本年度は先行研究に引き続き MTOC を使用し，上記
のケースでも安定した電力の送電を実現できること，また高い送電効率で動作できる

ことを確認した。その一方でコイルに電力を供給するインバータの大型化・高コスト

化の課題がある。そこでインバータとコイル間に安価な切替スイッチを挿入すること

でこの問題を解消することを図った。また同時に受電コイルの位置検出方法や位置追

従方法を提案した。実験による動作検証の結果，これら提案手法は期待通り動作し，コ

ストや設置面積の縮小の他，効率改善や動作の汎用性の拡大などが確認された。 

 

１.２.２球体型ワイヤレス送電システム  
 球体型ワイヤレス送電システムは 3 つの円形コイル球体の表面に互いに 90°の角度
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ことを確認した。その一方でコイルに電力を供給するインバータの大型化・高コスト

化の課題がある。そこでインバータとコイル間に安価な切替スイッチを挿入すること

でこの問題を解消することを図った。また同時に受電コイルの位置検出方法や位置追

従方法を提案した。実験による動作検証の結果，これら提案手法は期待通り動作し，コ
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１.２.２球体型ワイヤレス送電システム  
 球体型ワイヤレス送電システムは 3 つの円形コイル球体の表面に互いに 90°の角度

を持たせて設置したものである。本コイルに MTOC を適用することで，位置や角度に
寄らず安定した電力を受電コイルに送電することができる。本年度はまずシミュレー

ションで所望の送電特性を得られることを確認し，その後，実験にて動作検証を行っ

た。実験では，受電コイルが送電コイルの近傍にある場合は良好な動作が得られたが，

距離が離れると動作が不安定となった。これはインバータのスイッチング速度や制御

安定性の問題，受電制御方式に起因していると考えられる。 

 

１.３ 今後の課題 

１.３.１球体型ワイヤレス送電システム 

 実験で確認された不安定動作を解消するため，高速なスイッチングを行えるインバ

ータの開発や，MTOC を適用したシステムのモデル化と安定性の解析，そして受電部
の制御アルゴリズムの開発を行う予定である。 

 

論文リスト 

１．原著論文 

K. Matsumura, A. Hata, H. Matsumoto and Y. Sato, “Optimal System for a Free-Positioning 
Wireless Power Transmitter with Coils Arranged in a Square Pattern,” IEEJ Journal of Industry 
Applications, vol. 13, no. 5, pp. 503-511 (2024. 5) 
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糖アルコールスラリーの伝熱特性 

および結晶成長速度の評価 

 

研究代表者 機械創造工学科    教授 熊野 寛之 

研究分担者 機械創造工学科    助教 森本 崇志 
研究分担者 熱工学研究室・修士課程 1 年 松本 侑樹 

研究分担者 熱工学研究室・修士課程 1 年 森田 孝紀 

 

 

１.１ 研究目的 

相変化スラリーの一種である糖アルコールスラリーは，幅広い温度範囲に適用可能

なスラリーとして注目されている．相変化スラリーの適用可能温度は，分散させる蓄

熱材と溶液の相平衡温度に依存するが，糖アルコールは溶質の種類が豊富であり，さ

らに共融混合物を作成できるため，様々な相平衡温度に調整可能である．このため，糖

アルコールスラリーは 20～90 °C 程度の温度範囲に適用可能であり，太陽光集熱シス
テムなどにおける蓄熱・熱輸送媒体としての利用が期待される． 

しかしながら，糖アルコール水溶液では，結晶の生成速度が極めて遅く，一定時間内

に予測した量の結晶を得られないことが示唆されている．本研究では，糖アルコール

を対象とし，水溶液からの結晶生成を(1)溶液からの結晶の析出 および(2)溶液からの

結晶成長の二つの側面に分け，過飽和度と粘度がそれぞれの結晶生成速度にどのよう

な影響を及ぼすのかを検討する．これにより，水溶液中での結晶生成メカニズムを解

明することを目的とする． 

さらに，得られた知見を基に，水溶液中の溶質の生成量を推算できるモデルの提案

を目指す．また，糖アルコールスラリーを配管内で流動させた際の熱伝達係数を測定

し，その伝熱特性を明らかにすることにも取り組む． 

 

１.２ 進捗状況及び成果  

本年度は(1)溶液からの結晶の析出に関する研究を進め，キシリトール水溶液を対象

に，冷却系および断熱系での晶析実験を実施した． 

冷却系の実験では，過飽和状態のキシリトール水溶液を調製し，所定の過飽和度を

維持しながら晶析を進行させ，固相率の時間変化を測定した．一方，断熱系の実験で

は，冷却系と同様に過飽和状態のキシリトール水溶液を調製した後，断熱容器内に移

し替えて晶析を行い，晶析に伴う温度上昇および固相率の時間変化を測定した． 
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図 2 冷却条件下における晶析速度の推移 

（左：初期水溶液濃度 61 mass%, 右：過飽和度:15 K） 

 

以上の知見を基に，キシリトール水溶液からの結晶析出速度の予測式を式(1)として

提案した． 

( )fin× × ×exp             (1)d BA
dt T
      = − − 

 
 

図 3 は冷却系および断熱系における実験結果と，式(1)に基づいて算出した晶析速

度の予測値との比較結果である．係数 A は過飽和度および初期濃度に応じて変化する
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固相率

晶析速度
温度

予測される最終固相率

図 1 晶析速度の計測結果 
初期水溶液濃度 : 61 mass%, 過飽和度: 15K 
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ことが明らかとなった． 

 

図 3 晶析速度の比較結果 

（初期水溶液濃度 57.4 mass%，過飽和度:20 K） 

 

１.３ 今後の課題 

今年度はキシリトールを対象として晶析実験を実施した．しかし，糖アルコールに

は融点本年度は，キシリトールを対象とした晶析実験を実施した．しかし，糖アルコー

ルには融点の異なる複数の種類が存在し，実用上は使用温度域に近い融点を持つ糖ア

ルコールの利用が想定される．このため，今後は他の糖アルコール，例えば エリスリ

トールやマンニトール に対して，今回得られた予測式の適用可能性を検討する．また，

糖アルコールが 2 種類以上溶解した水溶液における晶析特性についても明らかにす

る．さらに，溶液からの糖アルコール結晶の成長特性の解明にも取り組む予定である． 
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機械学習を用いた AE波形分類と損傷挙動の推定 
 

研究代表者 機械創造工学科 教授 長   秀雄 
研究分担者 機械創造工学科 助教 西宮 康治朗 

 
 
１.１ 研究目的  

CFRP（Carbon Fiber Reinforced Plastics）は，高強度，軽量，低熱膨張率など優れた特
性を持つため，近年では航空宇宙やスポーツ分野など幅広い利用が進められている．

一方，CFRP は樹脂割れ，層間はく離，繊維破断などの様々な損傷形態があり，これら
を分類できれば CFRP の健全性診断に有効であり，AE 法はその可能性を有している．
AE 波は破壊源の特徴（損傷モードや規模，速さなど）を含むため，その振幅や周波数
特性などの特徴量に基づいた分類が試みられ，AE 波の周波数特性と CFRP の損傷形態
との関連性が報告されている (1)．しかし，CFRP 中を伝搬する波動は母材である高分子
や繊維の影響を受けて減衰し，その挙動は周波数に依存するうえ，CFRP は異方性材料
であるため伝搬方向にも依存する．また，CFRP は薄板として利用されるため AE 波は
ラム波として伝搬し，減衰はラム波の伝搬モードによっても異なる．そのため，同一損

傷であっても AE 波の伝搬経路によって波形の特徴が異なり，正確な損傷分類を難し
くしている．そこで，本研究の目的は CFRP の損傷時に発生する AE 波から特定のラム
波伝搬モードを抽出し，予め求めた減衰係数を用いて補正することで確度の高い損傷

分類を行うことである．  
 

１.２ 進捗状況及び成果  
ラム波の伝搬特性は伝搬媒体の弾性的性質，厚さ，密度によって決定されるため，最

初に本研究で使用した一方向 CFRP 板（[0]11，厚さ: 2.7 mm, 密度: 1515 kg/m3）を伝搬

するラム波の各モードの速度分散

曲線を求めた．Table 1.に計算に用
いた弾性特性を示す．添え字の 1, 
2, 3 はそれぞれ繊維方向，繊維と直
交方向，厚さ方向である．これらの

値は引張試験及び厚さ方向の縦波，横波速度から実験的に求めた．  
Fig. 1.に繊維方向（0 °）と繊維と直交方向（90 °）でのラム波の群速度分散曲線を示

す．伝搬方向によって分散曲線は大きく異なる．また，200 kHz 以降の周波数帯では基
本モード（A0, S0モード）だけではなく高次モードが存在し，同一周波数帯に複数のモ

ードが存在する．本研究では，周波数領域でのスペクトルの特徴を用いるため，すべて

の周波数成分を含んでいる A0モードの抽出を行った．  

Table 1. Elastic properties of unidirectional CFRP plate.  

 

E 1 [GPa] E 2 [GPa] G 12 [GPa] ν 12 [-] ν 23 [-]
120 8.26 4.07 0.309 0.211
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伝搬距離𝑥𝑥におけるラム波の振幅値𝑃𝑃は，減衰係数𝛼𝛼を用いて，広がり損失を考慮した

式(1)で表される．  
 

𝑃𝑃(𝑥𝑥, 𝑓𝑓) = 𝑃𝑃(0, 𝑓𝑓) 1
√𝑥𝑥

𝑒𝑒𝑥𝑥𝑒𝑒(−𝛼𝛼(𝑓𝑓, 𝜃𝜃)𝑥𝑥) (1) 

 
ここで𝑓𝑓は周波数，𝜃𝜃は伝搬角度である．本研究では AE 波の減衰補正を行うため，レ

ーザ超音波法を用いて A0 モードの減衰係数𝛼𝛼(𝑓𝑓, 𝜃𝜃)を求めた．Fig. 2 に測定した各伝搬
方向の A0モードの減衰係数の周波数依存性を示す．A0モードの減衰係数は周波数とと

もに線形的に増加していたため，原点を通る一次関数で近似を行った．各伝搬方向の

近似直線の傾きを Fig. 3.に示す．傾きは角度とともに増加する傾向があり，伝搬角度
が 90 °に近づくにつれて同じ周波数でも減衰が大きい．これは CFRP の粘弾性的性質
も炭素繊維の影響によって異方性を有する (2)ためと考えられる．そのため一方向 CFRP
の対称性を考慮して，90 °方向を極値とする 2 次関数で近似した．この式に基づいて各
伝搬角度の A0モードの減衰係数を求めた．  

 

 

Fig. 2. Attenuation coefficient of  
A0 mode. 

Fig. 3. Anisotropy of A0 mode 
attenuation. 

Fig. 4 に今回行った三点曲げ試験の試験片およびセンサ配置を示す．この試験片では
AE センサ（AE-900M, 直径: 5 mm）は試験片中心から半径 60 mm の円周上に繊維方向
（0 °）に対して 0 °, 30 °, 60 °, 90 °方向に設置した．また，この破壊源位置を限定する

  

(a) 0 °. (b) 90 °. 
Fig. 1. Lamb wave group velocity dispersion curves for 0° and 90° propagation 
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ためにノッチを施した．三点曲げ試験は SHIMADZU 社製サーボパルサを用いて荷重点
変位速度を 3.0×10-3 mm/s，支点間距離を 100 mm で行った．また，今回対象とした AE
は AE-900M センサ（黄色丸）で検出されたものである．  

 

Fig. 4. Specimen dimensions and sensor layout.  
 

Fig. 5 に試験時の荷重（赤線）と累積 AE 数（青線）の経時変化を示す．荷重は時間
とともにほぼ直線的に増加したのち 1450 N で破断した．AE は 6844 イベント検出され
た．位置標定は各 AE センサへのラム波 A0 モードの到達時間差と A0 モードの群速度

を用いて行った．位置標定結果を Fig. 6 に示す．また，図中にノッチ位置も示す．AE
は応力が集中するノッチ部先端付近から発生していた．また，試験片は青破線で破断

しており，破断部近傍にも集中していた．今回，解析対象とする AE イベントは Fig. 6.
の赤枠内とした．これは AE 音源位置-センサ間にノッチが存在する場合，AE はノッチ
で回折して伝搬するため，AE の伝搬距離は AE 音源位置-センサ間の直線距離よりも長
くなり，その分減衰が大きくなることが予測される．そのため，解析対象にする AE を
ノッチ部の X 軸正方向側に限定した．  

 

 

Fig. 5. Change in stress and cumulative AE 
count with time during the three-point 
bending test. 

Fig. 6. Estimated AE locations for each 
sample during three-point bending testing. 

 
次に流域変換を用いた A0モードの抽出を行った．流域変換 (3)は画像の濃淡を地形の

標高として考え，標高が低い谷の部分を流域として，各流域の境界を決定する方法で

ある．今回は，流域変換をウェーブレット変換による時間-周波数平面上のエネルギ分
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の赤枠内とした．これは AE 音源位置-センサ間にノッチが存在する場合，AE はノッチ
で回折して伝搬するため，AE の伝搬距離は AE 音源位置-センサ間の直線距離よりも長
くなり，その分減衰が大きくなることが予測される．そのため，解析対象にする AE を
ノッチ部の X 軸正方向側に限定した．  

 

 

Fig. 5. Change in stress and cumulative AE 
count with time during the three-point 
bending test. 

Fig. 6. Estimated AE locations for each 
sample during three-point bending testing. 

 
次に流域変換を用いた A0モードの抽出を行った．流域変換 (3)は画像の濃淡を地形の

標高として考え，標高が低い谷の部分を流域として，各流域の境界を決定する方法で

ある．今回は，流域変換をウェーブレット変換による時間-周波数平面上のエネルギ分

布に適用し A0モードの抽出を行った．Fig. 7 に S0 °で検出された AE（Fig. 6 の黄色シ
ンボル）の波形（黒）と抽出した A0モード（赤），Fig. 8 に Fig. 7 の AE 波形のウェー
ブレット変換結果を示す．また，図中の白線は流域変換による境界線であり，赤破線は

音源位置から得られた A0モードの到達時間である．流域変換は高エネルギが低地，低

エネルギが高地になるようにエネルギ分布を反転させてから行った．A0 モードの抽出

は，A0 モードのエネルギが存在する領域範囲上の Wavelet 係数を逆変換することで行
った．その結果，抽出された A0モードは 125 μs 付近のパルス状の波形であった．  

 

 

 

Fig. 7. A0 mode waveform extracted from the 
original waveform. 

Fig. 8. Wavelet transform results, watershed 
boundaries, and group velocity dispersion 
curves. 

 
Fig. 9.に減衰補正前後の A0モードの周波数スペクトルを示す．抽出された A0モード

の減衰補正は，補正前の周波数領域の振幅𝑃𝑃(𝑥𝑥, 𝑓𝑓)（Fig. 9.(a)）に対して，AE 音源位置
から求めた伝搬距離𝑥𝑥と伝搬角度𝜃𝜃に基づき，予め測定した減衰係数𝛼𝛼(𝑓𝑓, 𝜃𝜃)を用いて式
(1)における初期振幅𝑃𝑃(0, 𝑓𝑓)を求めることで行った．補正後の周波数スペクトル（Fig. 
9.(b)）では 200 kHz 以降の周波数帯で振幅が大きくなっている．次に，補正の効果を確
認するため周波数スペクトルからエネルギ（∑𝑃𝑃 (𝑓𝑓)）を求め，補正前後で比較した．  
Fig. 10 に異なる角度に設置したセンサで検出された同一 AE イベントのエネルギ差
（0~200 kHz）の頻度分布を示す．図中の赤棒は補正前，青棒は補正後である．この周
波数帯はラム波の基本モードのみが存在する周波数帯でもある．それぞれの試験片で

補正の効果が確認された場合(a)と確認できなかった場合(b)を示す．また，横軸は，エ
ネルギ差の比で，0 に近いほど同じエネルギであることを示し，補正が十分に行われて
いることを意味している．縦軸の頻度は，解析対象の全 AE 数に対する割合である．図
中の黄色の網掛けは，エネルギ差が±20 %の範囲であり，この領域であれば補正が十
分に行われたと考えている．補正前ではエネルギ差の最頻値は±20％領域外であり，
減衰の影響が確認できる．補正後（Fig. 10.(a)）の最頻値は±20 ％以内に存在し，その
領域内の割合は Fig. 10.(a)では 23.9 %であり，これらの AE イベントでは補正が効果的
に行われたと考えている．一方， Fig.10.(b)に示したように補正したにも関わらず最頻
値が±20 ％の外側に存在した場合もあった．この原因として損傷による付加的な減衰
の影響が考えられる．Fig. 11.に Fig.10(a)で示した S30 °-S0 °で検出した AE 波形の 0~200 
kHz でのエネルギ差の経時変化を示す．エネルギ差が大きい AE イベントが 1000 s 以
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降から確認され，1500 s 以降ではその差が AE 数の増加に伴って大きくなっていた．こ
れは，AE 源とセンサ間にはく離などの損傷が存在することで AE 波が付加的な減衰
（散乱）を受けたためと推測される．また，この損傷による付加的な減衰は，損傷の種

類や規模に依存すると考えられ，AE の発生位置やタイミングによってその減衰量も異
なると予想される．そのため，エネルギの差は損傷の規模が大きくなる試験後半でば

らつきが大きくなっていると考えられる．したがって，AE 波形の補正を行うためには
伝搬媒体固有の減衰だけではなく損傷による付加的な減衰の補正も同時に行う必要が

ある．  

 

 

(a) Before correction. (b) After correction. 
Fig. 9. Frequency spectra of A0 mode before and after correction. 

  

(a) S30 °-S0 °. (b) S90 °-S0 °. 
Fig. 10. Frequency distribution of energy (0~200 kHz) difference for the same AE 

event before and after correction. (The direction sample)  

 

Fig. 11. Change overtime in energy difference (S30 °-S0 °) for the same AE event. 
 
１.３ 今後の課題  
一方向積層 CFRP を用いて伝搬角度の異なる AE 波形の時間-周波数平面上のエネル

ギ分布から流域変換を用いてから A0 モードを抽出した．そして，予め測定した A0 モ

ードの減衰係数を用いて減衰の補正を行った．その結果，以下のことがわかった．  
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１.３ 今後の課題  
一方向積層 CFRP を用いて伝搬角度の異なる AE 波形の時間-周波数平面上のエネル

ギ分布から流域変換を用いてから A0 モードを抽出した．そして，予め測定した A0 モ

ードの減衰係数を用いて減衰の補正を行った．その結果，以下のことがわかった．  

測定された A0 モードの減衰係数は，周波数とともに線形的に増加していた．また，

減衰は，伝搬方向と繊維との角度が大きくなるにつれて増加しており，減衰も異方性

があった．  
 

AE 波形の A0 モードの減衰補正を行った結果，0~200 kHz の基本モードのみが存在
する周波数帯では，試験前半の AE イベントで補正の効果が確認された．一方で試験後
半に検出される AE では補正の効果が確認できなかった．これは損傷による付加的な
減衰の影響と考えられる．そのため，材料固有の減衰だけではなく損傷による付加的

な減衰も補正する必要がある．  
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画像計測と数値解析のハイブリッド技術を用いた先進材料

のマルチスケール応力・ひずみ解析技術の開発 

研究代表者 機械創造工学科 教授 米山　聡 

研究分担者 機械創造工学科 助教 飯塚啓輔 

１.１ 研究目的 

 自動車や航空機など各種機械・構造物の軽量化のため，マルチマテリアル化が進み，

炭素繊維強化樹脂（CFRP）や高張力鋼の利用が増加している．これらのさらなる軽量化

のためには，これらの材料の変形および破壊のメカニズムの明らかにするとともに，

高精度な破断予測を可能とする必要がある．そこで本プロジェクトでは，DIC および

DVC などの画像測定技術と，FEM などの数値解析技術のハイブリッド技術を確立し，高

張力鋼や CFRP のひずみを様々なスケールで測定する技術を開発するとともに，その測

定結果を利用して材料特性や応力分布を評価する技術を開発する．その中で，本報で

は，画像相関法を用いた 3Ｄプリントしたラティス構造の変形挙動を評価した結果に

ついて報告を行う． 

１.２ 進捗状況及び成果 

 Fig.1に示すようなラティス構造を 3Ｄプリントし，圧縮試験を実施した．Fig.1（ｂ）

の赤枠部をセル一つ分であり，1 辺 20mm ではりの厚さを 1mm としている．材料は TPU

を使用し，FFF 方式の 3D プリンタ（Mark Two, Markforged）を用いて作製した．Fig.2

に圧縮試験結果である応力ひずみ線図を示す．  

 (a)                            (b) 

Fig.1. Specimen geometry (a) oblique view,(b) front view. 
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Fig.2. Stress strain curve on compression test. 

  

応力はロードセルで計測した荷重値を試験片の投影面積で除したものとし，ひずみは

クロスヘッド変位量を試験片の高さ寸法で除したものとした．塑性域で応力ひずみ関

係が波打つような関係となっている．これは，Fig.2 の実験時の試験片の変形様相画像

にあるように，下層部のはりが座屈し，応力が低下するが，セルが潰れていくと高密度

化を起こして応力が上昇する．その後，ほかのセルでも同様の減少が生じることで波

打つ応力ひずみ関係となる．この現象の理解を深めるために，FEM による解析結果と実

験での変位，ひずみ分布の比較を行う．解析には有限要素解析ソフトウェア（Mark 

Mentat 2020）を用い，弾塑性解析を行った．試験片のモデル上下に治具を模擬した剛

体要素を設定した．メッシュは 1 要素 1 辺 0.4mm の 2 次要素 6 面体メッシュを定義し，

3 次元解析を行った．境界条件は 1/2 モデルを使用するために，対称面の z 方向の節点

変位を 0 とし，下部の剛体要素の y 方向変位を 0，中央節点のみ x 方向変位を 0 として

拘束した．自重たわみを考慮するために，すべての節点に重力加速度をかけた．また，

上部の剛体要素に強制変位を加えることで変位制御での圧縮試験を模擬した解析とし

た．材料の物性値は弾性率を 67MPa，ポアソン比を 0.49 として，引張試験より得られ

た応力ひずみ関係から相当応力，相当塑性ひずみ関係を入力した． 

 Fig.3 に，解析より得られた応力ひずみ関係と実験結果の応力ひずみ関係を示す．弾

性域は一致していることが確認でき，塑性域においては波打つ応力ひずみ関係を示し

ており，定性的に一致することを確認できた．しかしながら，実験結果の方が解析結果

と比較して応力が低いことからやや大きな変形量を示す傾向が見られた．この差異は，

実験に用いた試験片に微細な初期欠陥が存在していることが影響していると考えられ

る．特に，3D プリンタでの製造工程における内部欠陥や形状の不均一性が塑性変形の

開始や進展に影響を与え，理想的なモデルを使用した解析結果よりも辺気が大きくな

った可能性がある．実験時に撮影した画像を用いてグローバル DIC による変位，ひず

みの算出を行った．この結果と FEM の変位を Fig.4，ひずみ分布を Fig.5 に示す．この

とき，実験による変位，ひずみ測定は従来のグローバル DIC では大変形を測定するこ
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とができない．これは，変形が大きくなると画像の相関が取れなくなるためである．こ

のため，基準画像を更新していく必要があるが，更新するたびに喜寿運画像に対する

有限要素メッシュを作成しなければならない．そこで本研究では，節点座標の変位が

算出されるグローバル DIC の利点を利用し，算出された変位を基準画像に対して，作

成したメッシュの節点座標に足し合わせることにより，新たな基準画像のメッシュを

作成し更新していく基準画像更新型グローバル DIC を用いた． 

 

 

Fig.3. Comparison of experimental and FEM stress strain curves. 

 

 

(a)                 (b) 

 

(c)                 (d) 

Fig.4. y-directional displacement (a) uy at uch=0.5mm on experiment,(b) uy at 

uch=0.5mm on FEM,(c) uy at uch=6.5mm on experiment,(d) uy at uch=6.5mm on FEM. 
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(c)                 (d) 

Fig.4. y-directional displacement (a) uy at uch=0.5mm on experiment,(b) uy at 

uch=0.5mm on FEM,(c) uy at uch=6.5mm on experiment,(d) uy at uch=6.5mm on FEM. 

Fig.4(a)と(b)は弾性域の変位分布であり，変位の最大値と最小値，上下方向に連続的

な変位分布が得られ，同様の傾向となった．また，Fig.4(c)と(d)は塑性域変位分布で

あり，セルがつぶれて高密度化を起こして応力が上昇する位置である．変形形状を比

較すると，FEM の変形は左右対称であるが，実験の変形は左右非対称になっている．

Fig.5 に示すひずみ分布では，実験のひずみ分布は局所的なひずみ集中が確認できるの

に対し，解析結果では滑らかなひずみ分布となっている．また，はりの座屈部において

引張と圧縮のひずみが解析結果から確認できるが，実験のひずみ分布では確認できな

い．これは実験では要素内一定のひずみを算出しているため，引張と圧縮のひずみが

混在している要素では平均化され，一方のひずみしか算出されないためである．これ
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用環境下での信頼性向上に寄与するものだと考えられる． 

 

 

(a)                     (b) 

 

(c)                     (d) 

Fig.5. y-directional strain (a) εy at uch=0.5mm on experiment,(b) εy at 

uch=0.5mm on FEM,(c) εy at uch=6.5mm on experiment,(d) εy at uch=6.5mm on 

FEM. 
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１.３ 今後の課題 

 今回用いた基準画像更新型グローバル DIC では，基準画像の更新頻度や要素サイズ

の最適化が必要となる．基準画像を更新する頻度が増せば，その分誤差の蓄積につな

がる可能性がある．また，基準画像の更新頻度を変更すれば測定誤差の積み重ねにも

影響を与えるため，一概に頻度を多くすればよいとも限らない．要素サイズを小さく

すると，画像の相関をとることが困難になるが，はりの座屈が生じているような箇所

で，引張と圧縮のひずみが計測される場合には，要素サイズを細かくする必要がある．

しかしながら，要素サイズを細かくすると，画像の相関が取れなくなってしまうため，

画像の更新頻度と同様，最適化をする必要がある． 
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高速３D造形のマルチモーダルセンシングと 

ロボットモーションコントロール 

 

研究代表者 機械創造工学科     准教授      田崎良佑 

研究分担者 理工学部機械創造コース 博士後期課程 2 年 石川慎一 

研究分担者 理工学部機械創造コース 博士後期課程 2 年 原田直弥 

研究分担者 理工学部機械創造コース 博士後期課程 1 年 重本竜声 

研究分担者 理工学部機械創造コース 博士前期課程 2 年 山田 遼 

 

１ 研究目的 

人の適応能力や順応性に匹敵する技能獲得を可能とするロボットシステムの開発

を目的とし、多様な材料、環境、道具に対して適切に対応可能な制御理論の構築を目指

す。従来の産業用ロボットや自動制御装置は、あらかじめ設定された動作パターンに

依存しており、製造工程における変動要因への適応が困難であった。本研究では、マル

チモーダルセンシングとロボットモーション制御を統合したリアルタイム制御系を 

設計・実装して、複雑な物理環境に対する柔軟な適応動作システムの構築を実現する。 

本研究は、(1)センシングとモーション制御の高次統合、(2)物理シミュレーショ

ンを活用した予測制御の適用、(3)実機実験によるフィードバック最適化という三つの

軸に基づいている。マルチモーダルセンシングを活用することで、対象物との接触時

の力覚フィードバックや視力覚情報を統合し、動作中の環境変化をリアルタイムで 

評価する。このセンシング情報を基に、適応的なモーション制御を実行することで、ロ

ボットシステムの柔軟性と適応性を向上させる。また、数値流体力学（CFD）解析を  

応用した 3D プリンティングの塗布圧力制御、および、指先圧力センシングを利用した

ロボットの適応的接触制御に関する検討を行う。これにより、精密な物理操作を必要

とする製造工程や医療・福祉分野における自律制御ロボットの高度化に寄与する。 

 

２ ノズル姿勢変化をともなう 3Dプリンティングにおける流体力学解析と塗布圧力制御 

積層造形技術において、高品質な造形を実現するためにはノズルからの材料押出

し圧力を適切に制御する必要がある。3D プリンティングにおける塗布圧力の最適制御

に関し、ノズルの姿勢変化が造形品質に及ぼす影響を流体力学的視点から解析し、セ

ンシングを活用した適応制御手法を提案する。数値シミュレーションを用いて、ノズ

ル姿勢の変化が押付け圧力に及ぼす影響を解析した結果、ノズルの回転角度と押付け

圧力の変動に強い相関があることが確認された。特に、クリアランスが変化する際の

流体の挙動が、吐出材料の分布に与える影響が大きく、単純な圧力制御では造形精度 
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Fig. 1  3D printing system with robot arm   Fig. 2  CFD calculation condition for printing 
 

 

 

 

 

 

 

 

(a) Convex shape printing by clearance and orientation  (b) Photos of motion control result 
Fig. 3  Experimental evaluation of robotic-motion-control printing with nozzle posture variation  
 

の向上が困難であることが示された。そこで、本研究では、ロボットアームに取り付け

た力覚センサを活用し、リアルタイムでノズル姿勢と押付け圧力をフィードバック制

御するシステムを構築した。図 1 に示す実験システムを用いて、ノズル姿勢制御を適

用することで押付け圧力の低下が抑えられ、造形品質が向上することが明らかとなっ

た。また、図 2 の流体シミュレーション結果から、ノズル姿勢変化による圧力変動の

特性を定量的に把握し、それを最適化する制御モデルを構築した。さらに、図 3 の実

験結果では、リアルタイム制御により、造形中の動的な変動に適応し、より均一な塗布

を実現できることが確認された。 

 

３ 指先圧力センシングと視力覚統合フィードバックを活用したロボットの接触制御 

ロボティックマッサージなどの物理的接触を伴う動作では、ロボットが対象物の

動的な状態を適切に認識し、それに基づいて接触圧力を調整することが求められる。

本研究では、指先圧力センシングと視力覚統合フィードバックを活用し、リアルタイ

ムでの適応的接触制御を実現する手法を提案する。まず、図 4 に示すように、フィジ

カルケアロボットシステムの実験装置と模擬筋肉モデルを用いて、ロボットによる 

指圧動作の精度を評価した。従来の制御手法では、接触対象の形状変化に適応できず、

指圧の強度が均一でない問題があった。そこで、本研究では、センシング情報を統合

し、リアルタイムで最適な接触圧力を維持する制御手法を提案した。実験結果として、 
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(a) Physical care robot system      (b) Photos of a polyethylene foam muscle model 
Fig. 4  Robotic care system and muscle model for evaluating adaptive contact motion control  

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 5  3D-shape tracking-control  Fig. 6  Pressing force control in muscle center direction  
 

図 5 に示すように、指先圧力センシングを利用することで、接触圧力のばらつきを低

減し、均一な押圧を実現できることが確認された。また、視力覚情報を統合すること

で、対象の動的変形をリアルタイムで認識し、適応的かつ連続的な力調整を実現して

いる（図 6）。これにより、接触対象の個別特性に応じた最適な接触制御を実行できる。 

 

4. まとめと今後の展望 

本研究では、マルチモーダルセンシングとロボットモーション制御を統合した 

リアルタイム適応制御システムを設計して機械実装に取組み、積層造形法および物理

接触動作における制御性能の向上を実証した。3D プリンティングにおける塗布圧力 

制御では、流体力学解析とセンシング技術を組み合わせることで、造形精度を向上  

させることが可能であることを示した。一方、ロボティックマッサージでは、指先の 

圧力センシングと視力覚情報を統合することで、対象に応じた適応的な押圧制御を 

実現できることを確認した。今後の展望としては、より多様な環境条件下での適用性

を高めるために、制御アルゴリズムの高度化を進める。また、産業応用を視野に入れた

実機レベルでの評価を行い、実装可能なロボットシステムの開発を目指す。特に、複数

のセンシングデータのリアルタイム統合処理を向上させて、より高度な適応制御を 

可能にし、柔軟性を有するロボットシステムの実用性を高めることを目標とする。 
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ＣＡＴ支援による若手研究者出張報告 

 

2nd International Summit on Lasers, Optics and Photonics (ISLOP2024) 

参加報告 

 

電気電子工学科 助教 前田 智弘 

 

１．日程：２０２４年４月２０日～２６日 

 

２．行先：ミュンヘン，ドイツ 

 

３．報告・成果等 

2024 年 4 月 22 日から 4 月 24 日にかけてドイツのミュンヘンで開催された国際会議

International Summit on Lasers, Optics and Photonics (ISLOP2024) に参加し，こ

れまでに取り組んできた光波面制御技術に関する招待講演を行った．ISLOP は比較的新

しい会議であり，今回が第 2 回目の開催であった．そのため，参加者数は多くはなか

ったが，その分参加者同士の距離が近く，活発な議論がなされる会議であった． 

自身初の招待講演ということもあり，準備段階から資料構成に苦慮し，発表でも準

備不足が露呈することとなった．しかし，質疑ではこれまでの研究活動や背景技術に
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今回の招待講演は私自身の業績によるものではなく，研究室主催の外林教授に届い

た基調講演の話が私に招待講演として割り当てられたものです．このような貴重な経

験をいただけたこと，この場を借りて外林教授に深く感謝申し上げます．最後に，CAT

の若手出張旅費支援制度のおかげで，発表準備や現地での活動に集中することができ

ました．深く感謝申し上げます． 

 
図１ ミュンヘンでの食事 

 

 
図２ Englischer Garten のパノラマ景観 
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10th World Conference on Experimental Heat Transfer, Fluid Mechanics 

and Thermodynamics 参加報告 

 

機械創造工学科 助教 森本崇志 

 

１．日程：２０２４年８月２６日～３０日 

 

２．行先：Rhodes Palace, Iraklidon Avenue (Trianton), Ixia, 85100 Rhodes, Greece  
 

３．報告・成果等 

 熱流体系の国際会議である「10th World Conference on Experimental Heat Transfer, 

Fluid Mechanics and Thermodynamics」に，自身の研究成果の発表および情報収集を

目的に参加した．本会議は，熱流体に関する研究の中でも，実験を主軸とした研究発表

が多く行われる場である．学会は口頭発表とポスター発表のセッションに分かれてお

り，自身は「Heat transfer characteristics of water-oil plug flow in a horizontal 

circular tube」という題目でポスター発表を行った（図 1）．発表では，不親和な二流

体によって形成される液液プラグ流の熱伝達および圧力損失に対する，液体塊の長さ

と流速の影響について報告した． 

液液プラグ流れは，世界的にもまだ広く研究されている分野ではなく，気液二相流

に関する研究が主流である．しかし，気

液二相流を専門とする研究者から多く

の質問やコメントをいただき，本発表を

通じて液液二相流に対する関心を持っ

てもらえたと感じた．また，気液二相流

の視点から多くの意見を得られたこと

で，その後の研究をより深める契機とな

った． 

自身の発表以外にも，私の研究分野の一つである相変化物質に関する研究発表や，

数多くの基調講演を聴講し，世界における熱流体研究の最新動向を把握することがで

きた．さらに，他国の研究者との直接交流を通じ，新たなネットワークを築くこともで

きた．こうした経験は国際会議ならではのものであり，本会議への参加を通じて多く

の収穫を得ることができた． 

最後に，CAT 若手出張旅費支援の制度がなければ本会議への参加は実現しなかった．

本制度による支援に深く感謝申し上げる． 

図 1 研究発表の様子  
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成果報告会について 

 

  

87



「2024年度 CAT研究成果報告会」開催報告 

 

理工学部附置先端技術研究開発センター所長  北野 晴久 

 
 

2024年度は、コースパワー上で「CAT研究成果報告会」を開催した。 
コースパワーには、今年度の研究成果をまとめた 32 件のポスターを掲示し、理工学部
全教員に公開された。 
また、学生が作成したポスターについて、CAT運営委員で評価をおこない、以下の 5名

が 2024年度 CAT優秀研究報告賞に選出された。 
 
 
☆  國本 慧太 
不純物ドープによるREBCO 溶融凝固バルクの捕捉磁場特性の向上 
 

☆ 宮﨑 優希  
The analysis of quantum many-body systems using quantum information  
stored in the permutationally invariant part of the density matrix 
 

☆ 荻原 春菜  
無機薄膜の高次構造制御による高度な機能の発現 
（Ni-Mg合金薄膜を用いた全固体型熱スイッチの開発） 
 

☆ 松枝 息吹  
屋内および屋外用ペロブスカイト太陽電池のデバイスシミュレーションおよび逆解析

による物性値予測 
 

☆ 大島 章太朗 
蛇行流路を有する低封入率型ヒートパイプにおける内部流動の可視化 
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